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第1章 序論  

外来種アライグマ（Procyon lotor）は、北米原産の食肉目である。アライグ

マは 1970 年代に放映されたテレビアニメ「あらいぐまラスカル」の影響によ

り人気を博し、日本にペット目的で大量に輸入され  （宮下，1993；揚妻 -柳原，

2004）、一般家庭でペットとして飼育されたアライグマは 2 万頭以上であると

考えられている（宮下，1993）。ペットとして飼育されたアライグマは、成長

と共に凶暴化するため捨てられたり、手先が器用なことから脱走したりする事

例が多発し、1980 年代には日本各地で野生化した（ Ikeda et al., 2004）。環境

省自然環境局生物多様性センター（2007）が行った調査では、日本の北海道や

関東、中部、関西、九州の大都市圏を中心として、全国の 27.6 %の市町村にお

いて野生化が報告され、分布が拡大している。  

アライグマは中央ヨーロッパ、コーカサス地方、ベラルーシなでも古くから

野生化している（図 1-1）。ドイツでは 1920 年代後半と 1930 年代に、ポーラ

ンドでは 1945 年から 1950 年にかけて、それぞれ毛皮養殖場からの脱走、狩猟

のための意図的な導入、ペットの脱走などの原因により野生化し、中央ヨーロ

ッパを中心に分布を拡大化させた（Zeveloff, 2002）。近年ではイタリアやスペ

インでも分布が報告されている（Beltrán-Beck et al., 2012）。旧ソビエトでは

1930 年代に毛皮目的で導入され、コーカサス地方とベラルーシにおいて分布し

ている（Zeveloff, 2002）。  

野生化したアライグマによる家屋侵入や農作物被害などは、1990 年代に入る

と日本各地で大きな社会問題となった（牧野・橋井，2002）。特に農業被害額

は 2003 年時点で 1 億円弱であったものが、2013 年には 3 億 3 千 9 百万円とな

り（URL：http://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/h_zyokyo2/h25/index. 

html；2015 年 12 月 30 日版）、10 年間で 3 倍以上に増加した。アライグマは

原産国では狂犬病やアライグマ回虫症といった人獣共通感染症の媒介者である  
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図 1-1 アライグマが分布する国と地域  
分布図は URL：https:/ /commons.wikimedia.org/wiki/File:Raccoon-range.png
（ 2013 年 10 月 11 日版）より改変  
黒色の地域は在来分布地域を、斜線の地域は外来分布地域を示す  

 

ことが知られている（Zeveloff, 2002）。2000 年には狂犬病予防法により輸出入

の際に検疫を行うことが義務づけられ、アライグマの輸入量は大幅に減少した

（揚妻 -柳原，2004）。2005 年には外来種の増加とそれに伴う影響の大きさを受

けて、「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（外来生物

法）」が制定された。この法律の中でアライグマは特定外来生物に指定され、輸

入、飼育、保管、運搬、野外への放出が原則禁止され、都道府県や市町村、NPO

などは必要に応じて防除することとされている。  

以上のように日本におけるアライグマに対する動物観は、日本では 1960 年

代は動物園で見るような珍獣として、1970 年代にアニメのキャラクターとして、

1980 年代にはペットとして、1990 年代以降は害獣として、時代と共に大きく

変化してきた（表 1-1）。  

外来生物法制定以前における日本でのアライグマの捕獲は、鳥獣保護法によ

る有害獣捕獲の許可を受けて実施されてきた。しかし、外来生物法制定以降は  
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表 1-1 日本におけるアライグマに対する社会的な動きと野生化の状況  

 
1）小宮（ 2010）、2）揚妻 -柳原（ 2004）、3）阿部（ 1994）、4）宮下（ 1993）、
5）中村（ 1991）、6）牧野・橋井（ 2002）、7）森（ 2012）、8）池田（ 1999）、
9）神戸市（ 2011）、 10）環境省自然環境局生物多様性センター（ 2007）  

 

鳥獣保護法に加えて、主務大臣から防除の認定・確認を受ければ、捕獲には捕

獲許可や狩猟免許が不要となり、捕獲頭数の上限を設ける必要もなくなった。

このようなメリットが存在することから、2014 年時点で全国の 449 の都道府

県や市町村によりアライグマ防除実施計画が策定されている（表 1-2）。各都道

府県が防除実施計画を策定する前の 2006 年以前は全国で年間 5,000 頭未満の

捕獲頭数だったものが、2006 年以降、全国で年間 10,000-20,000 頭程度が捕獲

されるようになった（ URL： http://www.env.go.jp/nature/choju/docs/docs2. 

html；2014 年 4 月 1 日版）。中でも神奈川県は他都道府県よりも県全域に対す  

社会的な動き 野生化の状況

1900年代 上野動物園にアライグマが初来園
1)
と

なる。

前半 愛知県の動物展示施設から12頭が

脱走
2)
。

後半

前半

後半 テレビアニメ「あらいぐまラスカル」が放

映され，アニメキャラクターとなる。
岐阜県

2)
と北海道

3)
にて野生化。

前半 輸入頭数が最大年間1500頭程度と

なり4)，ペットとして人気となる。

後半 神奈川県にて野生化
5)
。

前半 狩猟鳥獣に指定。 東京都6)，和歌山県6)，岡山県7)
にて野生化。

後半 北海道
8)
と神奈川県

6)
で被害の顕在化

を受けて有害獣捕獲の開始。

兵庫県にて野生化
9)
。

前半 狂犬病予防法の対象動物に指定さ

れ，輸入量が大幅に減少2)。
後半 外来生物法が制定され，輸入，販

売，運搬，飼育などが禁止される。

各地で防除実施計画が策定される。

九州も含んだ大都市圏を中心に広く

分布
10)

。

2010年代 前半 外来生物法が改正される。

外来種被害防止行動計画を策定。

1970年代

1960年代

2000年代

1990年代

1980年代
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表 1-2 各都道府県におけるアライグマの分布、捕獲、防除実施計画策定の状況（そ

の 1）  

 
1）環境省自然環境局生物多様性センター（ 2007）、2）URL：http://www.env.go.jp/ 
nature/choju/docs/docs2.html； 2014 年 4 月 1 日版、 3）URL：https://www.env. 
go.jp/nature/intro/4control/akunin.html；2014 年 11 月 12 日版、4）仙台市（ 2014）、
5）鳥取県（ 2008）、6）URL：http://www.pref.shimane.lg.jp/admin/region/kikan/ 
chusankan/choju/araiguma.html； 2015 年 12 月 13 日版）  
 

る 1km2 あたりの捕獲頭数が最も高く、積極的な捕獲が実施されている（表 1-2）。 

野生動物の個体数は把握が困難であることから、外来種の防除についても順

応的管理を用いることが推奨されている（環境省自然環境局外来生物対策室，

2014）。外来種において順応的管理を行っていくためには、その対象地域のど

こに分布しているのか、どのくらいの生息数がいるのかといった情報が必須で

ある。アライグマの分布や生息数を調べる手法としては、捕獲や痕跡、自動撮

影カメラ、アンケート、行政に寄せられた捕獲・目撃・被害記録によるものが  

外来生物法
制定前

1998-2004

外来生物法
制定後

2005-2011
都道府県 市区町村 NPOなど

北海道 ○ 8.5 6.4 36.0 1 131 4
青森県 ○ 0.2 0.1 1.2 0 6 0
岩手県 × 0.0 0.0 0.0 0 0 0
宮城県 ○

4) 0.0 0.0 1.2 0 0 0
秋田県 × 0.0 0.0 0.0 0 0 0
山形県 ○ 0.5 0.1 0.0 0 0 0
福島県 ○ 0.5 0.0 0.0 0 0 0
茨城県 ○ 2.0 0.0 3.8 1 0 0
栃木県 ○ 4.1 0.0 0.4 1 0 0
群馬県 ○ 5.5 0.2 8.6 0 0 0
埼玉県 ○ 22.3 3.2 329.1 1 0 0
千葉県 ○ 43.9 7.8 186.6 1 0 0
東京都 ○ 13.4 2.2 44.6 2 0 1
神奈川県 ○ 42.4 186.9 389.1 1 0 0
新潟県 × 0.0 0.0 0.0 0 0 0
富山県 × 0.0 0.3 0.0 0 0 0
石川県 ○ 3.4 0.1 13.5 0 2 0
福井県 ○ 7.5 0.9 56.3 1 17 1
山梨県 ○ 0.0 0.2 6.4 1 0 0
長野県 ○ 1.6 0.0 0.3 0 0 0
岐阜県 ○ 15.6 5.9 26.9 1 22 0
静岡県 ○ 1.8 1.1 1.6 0 1 0
愛知県 ○ 21.6 12.5 43.3 0 11 0

分布

の有無

分布

メッシュ率

(%)1)

捕獲密度(100km2)2)
防除実施計画の認定・確認数

3)
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表 1-2 各都道府県におけるアライグマの分布、捕獲、防除実施計画策定の状況

（その 2）  

 

1）環境省自然環境局生物多様性センター（ 2007）、2）URL：http://www.env.go.jp/ 
nature/choju/docs/docs2.html； 2014 年 4 月 1 日版、 3）URL：https://www.env. 
go.jp/nature/intro/4control/akunin.html；2014 年 11 月 12 日版、4）仙台市（ 2014）、
5）鳥取県（ 2008）、6）URL：http://www.pref.shimane.lg.jp/admin/region/kikan/ 
chusankan/choju/araiguma.html； 2015 年 12 月 13 日版）  

 

ある。これらの手法にはメリットやデメリットが存在することから、防除事業

の立案者はこれらの調査手法の特性を理解した上で、現状に即した最適な調査

手法を選択する必要がある。  

アライグマの分布調査についてみると、都道府県単位の広域調査においては

捕獲記録や目撃記録、アンケートがよく用いられる  （神奈川県， 2005；環境

外来生物法
制定前

1998-2004

外来生物法
制定後

2005-2011
都道府県 市区町村 NPOなど

三重県 ○ 6.0 0.1 25.1 0 9 0
滋賀県 ○ 7.9 0.0 29.0 0 16 0
京都府 ○ 40.9 14.1 120.9 1 23 0
大阪府 ○ 52.3 35.0 320.4 1 0 0
兵庫県 ○ 53.3 6.3 260.4 0 40 0
奈良県 ○ 12.0 0.9 78.2 1 23 0
和歌山県 ○ 45.6 38.9 199.0 0 22 0
鳥取県 ○

5) 0.0 0.0 2.7 0 11 0
島根県 ○

6) 0.0 0.0 4.4 0 1 0
岡山県 ○ 0.6 0.1 0.0 0 4 1
広島県 ○ 0.5 0.0 0.3 0 4 0
山口県 ○ 0.6 0.0 0.6 0 0 0
徳島県 ○ 2.5 0.0 1.2 1 0 0
香川県 ○ 3.7 2.3 81.1 0 15 0
愛媛県 ○ 0.6 0.0 0.0 0 2 0
高知県 × 0.0 0.2 0.0 0 0 0
福岡県 ○ 2.6 0.2 5.5 0 18 2
佐賀県 ○ 3.8 0.4 55.3 0 19 0
長崎県 ○ 7.3 2.3 128.3 0 19 0
熊本県 × 0.0 0.0 0.0 0 6 0
大分県 ○ 0.3 0.2 0.2 0 12 1
宮崎県 ○ 0.0 0.5 0.0 0 0 0
鹿児島県 × 0.0 0.1 0.0 0 0 0
沖縄県 × 0.0 0.0 0.0 0 0 0

分布

メッシュ率

(%)1)
分布

の有無

捕獲密度(100km2)2)
防除実施計画の認定・確認数

3)
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省自然環境局生物多様性センター，2007；大阪府立環境農林水産総合研究所，

2013；Hayama et al., 2006）。しかし、これらの手法は山林などの人間活動の

低い地域において、動物種の分布を過小評価する可能性がある（Gese, 2001；

環境省自然環境局生物多様性センター，2004）。分布調査には痕跡調査や自動

撮影調査などの現地調査も用いられる。なかでも自動撮影調査は現在、哺乳類

における生息状況の調査法として主流となっている（安田ほか，2014）。これ

らは捕獲記録やアンケートなどと比較して高コストであるが、人間活動が少な

い地域でも安定した調査精度で分布把握が可能である。高コストへの対応とし

て、岩下（2015）は足跡トラップの一つとして、スタンプ板を開発した。この

調査法は安価で入手しやすい材料を用いていること、機材の作成や調査手順が

簡便であること、および得られる足跡が鮮明であることをコンセプトとしてい

る。しかし、スタンプ板についてその有効性や特徴が理解されていない。本研

究の第 2 章においては、スタンプ板調査の有効性を検証するため、アライグマ

などの中型食肉目の生息確認を目的としたスタンプ板調査と自動撮影調査の調

査効率を比較した。  

外来種を根絶させるためには、捕獲などにより個体を除去することで、分布

域の縮小化や生息密度の低下を実現する必要がある。神奈川県は 2006 年に第 1

次アライグマ防除実施計画を策定した。この計画は 5 年ごとに見直すことにな

っており，2011 年には第 2 次アライグマ防除実施計画に移行し、全国に先駆け

てメッシュ単位でのアライグマ管理が導入された（神奈川県，2011）。第 1 次

防除実施計画中には、一部地域において本種の相対密度が低下させた事例も報

告されている。こうした防除事業を評価するためには、アライグマ密度の経時

的な変化を把握することが必須である。神奈川県では防除を計画的に実施する

ために、アライグマの捕獲記録や目撃情報から分布域と捕獲効率のモニタリン

グを行い、分布域と相対密度の把握を行っている（神奈川県，2011）。  
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捕獲効率（捕獲檻による捕獲努力量あたりの捕獲頭数； Catch Per Unit 

Effort；CPUE）は、イヌ科動物、ネコ科動物、イタチ科動物において相対密

度の指標として有効であるとされている（Gese, 2001）。アライグマにおいて

は北海道の有害駆除データから得られた捕獲効率は、除去法により推定された

生息密度と正の相関があり、生息密度の指標として有効であることが報告され

ている（環境省北海道地方環境事務所・EnVision 環境保全事務所，2008）。こ

のため、捕獲効率はアライグマの防除事業の評価で用いることが推奨されてい

る（環境省自然環境局野生生物課外来生物対策室，2014）。  

自動撮影調査から得られた撮影効率（カメラの稼働日数あたりの動物撮影回

数）は、食肉目調査で用いられる密度指標の一つである（金子ほか， 2009；

O’Brien, 2011）。アライグマにおいては自動撮影カメラによる撮影率  （全有効

撮影回数あたりの動物撮影回数） と除去法による推定生息密度には有意な正の

相関があると報告されているが（安藤ほか， 2003）、撮影効率と捕獲効率によ

る検証は行われていない。本研究の第 3 章では、自動撮影データの密度指標と

しての有効性を検討するため、アライグマの防除事業による密度指標と自動撮

影調査による密度指標の関係を調べた。外来種の根絶を達成するためには、分

布域の縮小化や生息密度の低密度化を実現する必要がある。そこで第 4 章では、

複数の分布確認手法から分布域を、捕獲記録から相対密度を調べ、分布域と相

対密度の経時的な変化を検証した。  

上記研究で得られた知見から、第 5 章の総合考察では都道府県単位でアライ

グマ防除事業をモニタリングする際に有効な調査手法を提案した。   
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第2章 分布確認手法の比較  

1. はじめに  

外来種防除を計画的に実施するためには、分布情報は最も重要な項目の一つ

である。アライグマにおいては捕獲記録や目撃記録、アンケートなどを中心に

広域的な分布が把握されている（野生動物保護管理事務所，2005；環境省自然

環境局生物多様性センター，2007；大阪府立環境農林水産総合研究所，2013）。

これらの調査手法から得られる情報は、低コストで広範囲での調査が可能であ

るため、広域的な調査に用いられる。反面、これらの調査から得られる分布情

報が人間の居住エリアに集中するため、山林などの人間活動が少ない地域では

情報が得られ難い（Gese，2001；環境省自然環境局生物多様性センター，2004）。

そのため、その様な地域においては、動物種の分布を過小評価する可能性があ

る。他方、自動撮影調査や痕跡調査といった一般的なフィールド調査は、捕獲

記録やアンケートなどと比較して高コストであるが、人間活動が少ない地域で

も安定した調査精度で分布把握が可能となる。  

アライグマのような食肉目の仲間は夜行性で、行動圏も広い種が多いため、

直接観察による調査は困難である。さらに広域的に捕獲調査を行う場合も膨大

な調査コストが掛かり長期的・経年な調査は困難である。そのため、足跡をは

じめとする各種の痕跡からその動物種の生息状況を把握する痕跡調査が開発さ

れている（Gese，2001；Ray，2008）。特にアライグマにおいては特徴的な足

跡を残すため（加藤， 2015）、この特徴さえつかめば足跡からの専門家でなく

とも種同定は容易である。こうした非侵襲的な調査は、捕獲が不要な点でも実

用的である。しかし、痕跡調査は特別な機材を必要としない反面、季節や天候

によって痕跡の残りやすさが異なる（塚田ほか，2006）。そこで、足跡を意図

的に得る方法として、地面に動物の足跡が残りやすくした場所を人為的に作り

足跡を得る「トラックステーション」、これにさらに誘引物を用いる「セントス
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テーション」、板の表面に粘着シートや印刷機のトナーなどを付け、誘引物によ

り動物を誘引して足跡を得る「トラックプレート」といった足跡トラップが開

発され（Gese，2001；Ray，2008）、欧米を中心に食肉目の生息状況調査に広

く用いられている（Linhart and Knowlton， 1975; Zielinski et al.， 2005; 

Gregory and Harris，2001）。  

トラックステーションやセントステーションでは足跡を付着させるための部

材として土や砂を用いるため、その部材自身は入手しやすいが鮮明な足跡は得

られ難い。トラックプレートでは足跡を付着させるための部材として粘着シー

トの接着面を用いるため鮮明な足跡が得られ易い。しかし、その反面、粘着力

を維持するために定期的にシートの交換が必要であり、手間がかかる。これら

のことから東京農業大学野生動物学研究室では安価で入手しやすい材料である

こと、機材の作成や調査手順が簡便であること、得られる足跡が鮮明であるこ

とをコンセプトとした足跡トラップを開発した。この足跡トラップ（以下より

スタンプ板とする）は足跡を得るための部材として取り扱いが容易な黒セルス

ポンジゴムと消石灰を、機材の基部としてベニヤ板を用いて足跡を得る（岩下，

2015）。これまで著者らの研究室ではこのスタンプ板を用いて中型食肉目の相

対密度や利用度の調査に用いてきた（後藤ほか，2005；安藤ほか，2008）。  

現在、哺乳類における生息状況の調査法としては自動撮影調査が主流となっ

ている（安田ほか，2014）。近年はカメラのデジタル化が進み、機材価格や維

持管理費用も以前より安くなり、使い勝手の簡便化が進んでいる。  

このように足跡トラップ調査と自動撮影調査は調査目的や研究規模などによ

って使い分けることが適切である。しかし、両調査法の特徴を予め把握してお

かなければ、調査法の適切な選択ができない。これまで食肉目を対象として、

セントステーションやトラックプレートなどの足跡トラップと自動撮影調査の

調 査 効 率 の 比 較 し た 研 究 が 行 わ れ 、 両 手 法 の 有 効 性 が 検 証 さ れ て い る
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（Foresman and Pearson, 1998; Gompper et al., 2006; McKinney and Haines, 

2010）。しかし、スタンプ板調査においてはその有効性が検証されていない。  

本章では、スタンプ板調査と自動撮影調査の調査効率を比較することで、ア

ライグマを中心とする中型食肉類調査におけるスタンプ板調査の有効性を検証

した。  

 

2. 調査地および方法  

1) 調査地  

調査は 1）神奈川県厚木市と伊勢原市にまたがる丹沢山地周辺の里山林であ

る日産中央公園（N:：35°24′42″、E：139°19′49″）および 2）鎌倉市内の住宅

地に囲まれた都市緑地である広町緑地（N：35°18′49″、E：139°0′39″）で行っ

た。  

里山林は面積約 18ha で、丹沢山地からは道路や農地などにより分断されて

いるが、動物は調査地と丹沢山地をある程度、行き来できると考えられ、調査

地周囲の丹沢山地にはニホンジカ（Cervus nippon、以下シカ）やニホンザル

（ Macaca fuscata、 サル）といった大型哺乳類、ニホンアナグマ（ Meles 

anakuma、アナグマ）や、ニホンテン（Martes melampus、テン）などの中型

哺乳類といった森林性の強い哺乳類が生息している（安藤ほか，2007）。里山

林はコナラ（Quercus serrata）が優占する落葉広葉樹 2 次林から構成されてい

る。緑地の周囲は農地や住宅地が広がっている。  

都市緑地は鎌倉市の南西部に位置する面積は約 48ha の緑地であり、周囲は

住宅地で囲まれている。この緑地には谷戸の湿地、コナラが優占する落葉広葉

樹 2 次林、常緑広葉樹林、針葉樹植林がモザイク状に含まれている。広町緑地

は丹沢山地や関東山地とは地形や距離により完全に孤立しており、上記したよ

うな森林性が強い哺乳類は生息していない（鎌倉市緑政都市部みどり課，2003）。 
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2) 方法  

(1) スタンプ板調査と自動撮影調査の比較  

中型食肉目を調査対象としてスタンプ板による動物種検出率と自動撮影によ

る動物種検出率を比較した。里山林では基本型スタンプ板調査を 2007 年 3-12

月に、自動撮影調査を 2007 年 6-12 月に、幅合わせ型スタンプ板調査と自動撮

影調査を 2008 年 6 月 -2009 年 1 月に行った。都市緑地では基本型スタンプ板

調査を 2007 年 2 月 -2008 年 1 月に幅合わせ型スタンプ板調査と自動撮影調調

査を 2008 年 6 月 -2009 年 1 月に行った。各調査地の調査量などの詳細は表 2-1

に示した。  

 

a) スタンプ板調査  

足跡トラップとして、以下の 2 タイプのスタンプ板を作成した。基本型：縦

90 cm×横 30 cm×厚さ 0.5 cm のベニヤ板の中央部に縦 30 cm×横 30 cm×厚

さ 1 cm の黒セルスポンジゴムを貼り付けたもの（図 2-1-A）。作成コストは 830

円（ベニヤ板 260 円、黒セルスポンジ 550 円、木工用ボンド 20 円）/台だった。

完成時の重量は 1.3 kg となった。  

幅合わせ型：基本型スタンプ板の横幅とけもの道の横幅に隙間が生じる場合

があるため、動物のすり抜けを防止するためにスタンプ板の大きさをけもの道

の横幅に合わせて調節した。スタンプ板の大きさは：縦 90-120 cm×横 30-60 cm、

黒セルスポンジゴム：縦 30-60 cm×横 30-60 cm の範囲で調節した（図 2-1-B）。

スタンプ板で用いるベニヤ板は、縦 60 cm×横 30 cm×厚さ 0.5 cm から縦 90 cm

×横 30 cm×厚さ 0.5 cm の 2 種類を必要に応じて組み合わせて大きさを調節し  

た。作成コストは最大で 2,980 円（ベニヤ板 700 円、黒セルスポンジ 2,200 円、

木工用ボンド 80 円） /台だった。完成時の重量は最大 3.4 kg となった。  
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表 2-1 各調査地において実施した調査の手法と期間、調

査量  

 
*：台数のカッコ内の数字はスタンプ板と自動撮影カメラを

併設した地点を示す  
―：調査を実施していない  

 

 
図 2-1 スタンプ板の設置風景。A：基本型ス

タンプ板、B：幅合わせ型スタンプ板。   

調査地 調査手法 期間

基本型 2007年3月-12月 20 1,435
自動撮影 2007年6月-12月 22 880
幅合わせ型 70
自動撮影 24
基本型 32 1,035
自動撮影 ― ―
幅合わせ型 69
自動撮影 42

2,995 (388)

(427)

(―)

TN*

3,476 (416)

都市緑地

(―)

2008年6月-
2009年1月

(10)

台数*

2007年2月-
2008年1月

里山林

(9)

2008年6月-
2009年1月

(14)
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黒セルスポンジゴムとベニヤ板は木工用ボンドで貼り付けた。スポンジゴム

に覆われていない板の両端に消石灰を刷毛で塗布し、けもの道上に設置した。

動物が板の消石灰の上を踏み、さらに黒いスポンジゴムを踏むと、黒いスポン

ジゴムに白い足跡が残る。異なるけもの道を選定するためにスタンプ板同士は

5-10 m 以上の間隔を空けて設置した。選定したけもの道の道幅は平均 49±SD 

22 cm だった。スタンプ板は設置した翌日に見回って足跡の有無を記録し、こ

の作業を月に 3-7 回程度繰り返した。  

足跡が得られた場合は、その場で 1 次同定を行った。得られた足跡はスケー

ルと一緒に撮影した。撮影した足跡の画像をモニター上で表示し、必要に応じ

てレファレンス標本を用いながら 2 次同定をした。スポンジ上に残された足跡

から種同定を行うため、ホンドタヌキ（Nyctereutes procyonoides、タヌキ）、

アナグマ、アライグマ、ハクビシン（ Paguma larvata）、イエネコ（ Felis 

silvestris catus）、アカネズミ（Apodemus spciosus）、ドブネズミ（Rattus 

norveticus）は生体から、ニホンイタチ（Mustela itatsi、イタチ）、テン、ニ

ホンノウサギ（Lepus brachyurus、ノウサギ）、クリハラリス（Callosciurus 

erythraeus）は死体から、それぞれスタンプ板を用いて足跡を採取し、レファ

レンス標本を作成した。足跡標本が作成できなかった種については既存の文献

15）を参考にした。得られた足跡は可能な限り動物種を判定した。中型哺乳類

程度の大きさの不鮮明な足跡が得られた場合は中型哺乳類として、それ以外の

大きさの不鮮明な足跡が得られた場合は種不明とした。  

見回りのたびに雑巾で足跡を拭き取り、消石灰を刷毛で追加塗布した。動物

により黒セルスポンジゴムが破損した場合は張り替えた。スタンプ板が積雪や

落葉で覆われていた場合、雨のために足跡や消石灰が流された場合、人による

いたずらが確認された場合は、解析から除いた。  
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b) 自動撮影調査  

自動撮影にはフィルム式 FieldNote（麻里府商事製）を使用した。カメラは

100-130 cm の高さに、光軸の俯角 30-70°でカメラ前方 2-3 m の範囲が映り込

むように設置した。同一個体の重複カウントを防ぐために、10 分以内の同一種

が複数回撮影された場合は撮影回数を 1 とした。1 枚の写真に複数の個体が写

り込んでいる場合は、その写り込んだ最大個体数を撮影回数とした。自動撮影

カメラの導入コストは 1 台あたり 28,500 円（FieldNote Ⅱa：28,000 円、ベ

ルトが 500 円）だった。カメラ本体、フィルム、電池、ベルトなどの設置に必

要なもの全てを含んだ重量は 0.6 kg となった。  

 

c) 併設調査  

スタンプ板の相対密度指標としての有効性およびスタンプ板に対する動物の

反応を調べるために、スタンプ板調査の調査地点の中から、任意の場所をスタ

ンプ板と自動撮影カメラを併設する調査地点として選定した。自動撮影カメラ

は選定した調査地点において 100-130 cm の高さ、光軸の俯角 30-70°の範囲で、

カメラ前方のスタンプ板が写り込むように設置した。  

 

(2) 解析  

各調査手法における生息確認に必要なトラップナイトを調べるために、トラ

ップナイトの増加の推移に伴う哺乳類の種数の推移を調べた。それぞれの動物

種が検知されるまでに要したトラップナイト数 [Latency to First Detection：

LTD（Zielinski et al., 1997） ]を設置地点毎に調べた。これによって得られた

LTD をもとに、確認された中型食肉目の種数が閾値に達する日数を最終到達日

数として調査地点ごとに調べた。出現頻度と LTD の関係を調べるため、各調査

手法により得られた中型食肉目の種ごとの出現頻度と LTD の相関関係を調べ
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た。スタンプ板と自動撮影カメラの出現頻度の関係を調べるために、スタンプ

板と自動撮影カメラを併設した調査地点において、両調査法による動物出現頻

度の相関関係を調べた。動物によるスタンプ板への反応を調べるため、併設地

点において自動撮影調査で撮影された写真をもとに、動物のスタンプ板に対す

る反応を調べた。得られた写真は 1）スタンプ板の上を通過、2）スタンプ板の

付近にいる、3）スタンプ板の横を通過の 3 つに分類した。統計解析には統計

ソフト R for Windows 3. 1. 0 （URL：http://www.r-project.org/；最終確認日

2014 年 4 月 16 日）を用いた。  

 

3. 結果  

レファレンス標本を作製した種のほとんどの種においては鮮明な足跡が得ら

れ、目視により種同定が可能であった。しかし、アカネズミとドブネズミのレ

ファレンスについては大きさ以外で目視による種同定が困難であった。ノウサ

ギについては足裏の毛が邪魔で肉球がスポンジに着かず、鮮明なレファレンス

標本が得られなかった。  

 

(3) 出現頻度の比較  

両調査地において、スタンプ板調査と自動撮影調査によって確認できた種数

と出現頻度を表 2-2 に示した。中型食肉目の合計出現頻度は、いずれの調査地

で も ス タ ン プ 板 調 査 の タ イ プ を 問 わ ず 、 自 動 撮 影 調 査 の 方 が 有 意 に 高 く

（Steel-Dwass 法，P<0.01）、自動撮影調査はスタンプ板調査の 4-6 倍多く出

現を検知できた。しかし、基本型スタンプ板調査と幅合わせ型スタンプ板調査

の 中 型 食 肉 目 の 合 計 出 現 頻 度 に 有 意 な 差 は な か っ た （ Steel-Dwass 法 ，

P=0.32-0.90）。両調査地ともにいずれの手法におけるネズミ類の出現頻度には

有意な差はみられなかった（Steel-Dwass 法，P=0.51-1.00）。両調査地ともに  
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表 2-2 足跡スタンプ板調査と自動撮影調査の動物出現頻度（回 /100 日） 

 

*：P<0.05、 **：P<0.01、ND：分布せず、－：発見できず  

 

いずれの手法でもイタチ類は確認することができなかった。里山林においてキ

ツネとテンは幅合わせ型スタンプ板調査と自動撮影調査でのみ確認された。イ

ヌ（Canis lupus familiaris）、ノウサギ、シカは自動撮影調査でのみ確認でき

た。都市緑地においてはいずれの手法でもイタチ類を除いたその地域に分布す

る全哺乳類を確認できた。クリハラリスの出現頻度はいずれのスタンプ板調査

よりも自動撮影調査の方が有意に高かった（Steel-Dwass 法，P<0.01）。   

 

(4) 発見種数の推移  

各調査地における調査量の増加に伴う哺乳類の確認種数の推移を図 2-2 に示

した。里山林における基本型スタンプ板調査では 4 夜 /台で 4 種を確認でき安定

し、40 夜 /台以降さらに増加し、54 夜 /台で最終確認種数の 6 種を達成した。幅  

基本型 幅合わせ型 自動撮影 基本型 幅合わせ型 自動撮影

中型食肉目合計 4.2 4.4 23.5** 10.9 15.2 72.6**
タヌキ 0.6** 0.2 2.2** 4.5 4.0 27.5**
キツネ ― 0.03 0.4
イヌ ― ― 0.8* 0.1 0.1 2.7**
アナグマ 2.4 2.0 10.8*
テン ― 0.1 0.2
イタチ類 ― ― ― ― ― ―
アライグマ 0.1 0.1 0.2 2.5 5.1 19.2**
ハクビシン 0.4 0.3 0.8 2.3 0.7 3.4
イエネコ 0.6 1.8 8.0 1.4 5.3* 19.9**
ノウサギ ― ― 0.7*
サル 0.6 0.1 1.9**
シカ ― ― 0.3
クリハラリス 1.2 1.0 22.6**
ネズミ類 0.4 0.7 0.6 1.9 1.0 2.0
種不明 0.6** 0.1 0.1 1.8* 0.3** 0.0
中型哺乳類不明 1.7** 1.4** 0.1 2.9** 1.9** 0.0
鳥類 1.3* 0.6 12.7** 2.3 1.0 7.6**
哺乳類種数 6 8 11 6 6 6
TN 1,435 3,476 1,699 1,035 2,995 2,297

ND
ND

ND

里山林 都市緑地

ND

ND
ND

ND
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図 2-2 各調査手法における調査量の増加に伴う発見種数の推移  
黒色実線：基本型スタンプ板（里山林 n=20，都市緑地 n=32）  
灰色実線：幅合わせ型スタンプ板（里山林 n=70，都市緑地 n=69）、黒色破線：自

動撮影カメラ（里山林 n=46，都市緑地 n=42）  

 

合わせ型スタンプ板調査では、調査量の増加と共に徐々に確認種数が増加し、

16 夜 /台で 7 種を確認し、35 夜 /台で最終確認種数の 8 種に達成した。これらに

対して自動撮影調査では 15 夜 /台で 9 種を確認でき安定し、41 夜 /台以降さら

に増加し、47 夜 /台で最終確認種数の 12 種を達成した。スタンプ板調査では確

認できなかったシカやノウサギ、イヌを確認できた。都市緑地においてはいず

れのスタンプ板でも調査量の増加とともに確認種数が徐々に増加し、基本型ス

タンプ板調査では 14 夜 /台で、幅合わせ型スタンプ板調査では 31 夜 /台で最終

確認種数の 6 種を達成した。自動撮影調査では 1 夜 /台で最終確認種数の 6 種を

達成した。  

 

(5) 動物種別の必要な調査量  

里山林における中型食肉目の LTD を表 2-3 に示した。中型食肉目の最大到達

種を達成するために必要な調査量は基本型スタンプ板調査では平均 28.9 夜 /台、

幅合わせ型スタンプ板調査では 23.5 夜 /台、自動撮影調査では 24.2 夜 /台とな

り、いずれの手法にも有意な差はみられなかった（Steel-Dwass 法，   

0
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表 2-3 手法間による中型食肉目の平均 LTD（夜 /台）の比較  

 

*：P<0.05、 **：P<0.01、ND：分布せず、－：発見できず  

 

P=0.66-0.99）。種ごとにみるとタヌキ、アナグマ、ハクビシンの LTD にはいず

れの手法間に有意な差はみられなかったが（Steel-Dwass 法，P=0.10-0.99）、

アライグマにおいては有意ではないものの自動撮影調査よりも幅合わせ型スタ

ンプ板調査の方が早い傾向がみられた（Steel-Dwass 法，P=0.08）。イエネコ

の LTD では自動撮影調査の方がいずれのスタンプ板調査よりも有意に早かっ

た（Steel-Dwass 法，P<0.05）。  

都市緑地における中型食肉目の LTD を表 2-3 に示した。中型食肉目の最終到

達種数を達成するために必要な調査量は基本型スタンプ板調査では平均 15.7

夜 /台、幅合わせ型スタンプ板調査では 25.2 夜 /台、自動撮影調査では 19.3 夜 /

台となり、いずれの手法にも有意な差はみられなかった（Steel-Dwass 法，

P=0.08-0.93）。種ごとにみるとアライグマでは自動撮影調査の方がいずれのス

タンプ板調査よりも有意に早く確認できた（Steel-Dwass 法，P<0.05）。タヌ

キとイエネコでは自動撮影調査の方が幅合わせ型スタンプ板調査よりも有意に

早く確認できたが（Steel-Dwass 法，P<0.05）、基本型スタンプ板と自動撮影

調査、基本型スタンプ板調査と幅合わせ型スタンプ板調査には有意な差はみら

確認率 LTD 確認率 LTD 確認率 LTD 確認率 LTD 確認率 LTD 確認率 LTD
タヌキ 40.0 19.6 8.6 26.0 39.1 26.3 37.5 9.5 42.0 15.0 92.9 6.8*
キツネ 2.9 34.5 10.9 44.6
アナグマ 45.0 8.9 42.9 9.9 56.5 7.6
テン 2.9 31.5 6.5 15.7
アライグマ 5.0 54.0 5.7 21.5 6.5 45.3 40.6 14.2 47.8 9.4* 85.7 6.8**
ハクビシン 25.0 24.4 10.0 24.7 19.6 10.3 28.1 9.1 21.7 22.9 54.8 13.3
イエネコ 25.0 45.0 34.3 24.3 52.2 18.0** 25.0 16.3 56.5 21.9 88.1 8.9**
最終到達 75.0 28.9 58.6 23.5 78.3 24.2 59.4 15.7 66.7 24.1 95.2 19.3
調査地点数
TN

自動撮影

2,297
42

2,995
6932

1,035

ND
ND
ND―

―

1,699
46

3,476
70

1,435
20

自動撮影幅合わせ型基本型

里山林 都市緑地

基本型 幅合わせ型
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れなかった（Steel-Dwass 法，P=0.14-0.98）。ハクビシンではいずれの手法に

も有意な差はみられなかった（Steel-Dwass 法，P=0.07-0.98）が、自動撮影調

査 の 方 が 幅 合 わ せ 型 ス タ ン プ 板 よ り も 早 く 確 認 で き る 傾 向 が み ら れ た

（Steel-Dwass 法，P=0.07）。アライグマにおいてトラップ稼働夜数の増加に

伴う発見率の推移をみると、基本型スタンプ板は 22 夜で 37.5 %となり、幅合

わせ型スタンプ板は 21 夜で 44.9 %となり、自動撮影調査は 10 夜で 73.8 %と

なり、概ね発見率の増加が安定した（図 2-3）。  

各手法により得られた中型食肉目の出現頻度と LTD の関係をみると、どの手

法においても出現頻度が高い種は LTD が低くなる有意な負の相関が得られた

（無相関の検定、 r=-0.39，P<0.01、n=32）。  

 

(6) 相対密度としての評価  

両調査地のスタンプ板と自動撮影カメラを併設した地点における両手法の動

物出現頻度には、自動撮影カメラによる動物出現頻度が高い場所はスタンプ板

による出現動物頻度も高くなる有意な正の相関が得られた（無相関の検定、

r=0.70，P<0.01、n=33）。  

 

(7) スタンプ板への反応  

併設調査地点における自動撮影カメラによって撮影された動物の内、基本型

では 26.0 %、幅合わせ型では 34.0 %がスタンプ板の上を通過したが（図 2-4-A）、

両者には比率には有意な差はみられなかった（Ryan 法，p＞0.05）。動物がス

タンプ板の脇をすり抜ける割合は（図 2-4-C）、基本型で 42.9 %、幅合わせ型

で 10.6 %の動物となり、幅合わせ型の方が有意に少なく（Ryan 法，p<0.01）、

スタンプ板をけもの道に合わせることで、スタンプ板の脇へのすり抜けを減少

させることができた。  
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図 2-3 都市緑地におけるアライグマのトラップ稼働夜数の増加

に伴う発見率の推移  
黒色実線：基本型スタンプ板（都市緑地 n=32）  
灰色実線：幅合わせ型スタンプ板（都市緑地 n=69）  
黒色破線：自動撮影カメラ都市緑地 n=42）  

 

出現数が多かった種によるスタンプ板への反応ついてみると（表 2-4）、アラ

イグマとイエネコは他種よりもスタンプ板の上を通過する比率が有意に高かっ

た（Ryan 法，P<0.05）。アナグマは他種よりもスタンプ板の脇をすり抜ける比

率が有意に高かった（図 2-4-C；Ryan 法，P<0.01）。スタンプ板の周囲に出現

した一部のタヌキ、アナグマではスタンプ板の手前で留まったり、においを嗅

いだり（図 2-4-B）したあとにスタンプ板の脇をすり抜ける行動がみられた。

さらにスタンプ板調査では確認できなかったノウサギにおいて、スタンプ板を

飛び越える姿が確認できた（図 2-4-D）。  
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図 2-4 動物によるスタンプ板への反応  
A：幅合わせ型スタンプ板の上を通過するアライグマ、B：基本型スタンプ板の

においを嗅ぐタヌキ、C：基本型スタンプ板の脇をすり抜けるアナグマ、D：基

本型スタンプ板を飛び越えるノウサギ  

 

表 2-4 自動撮影調査から得られたスタンプ板の

周囲における動物の行動（%）  

 
**：P<0.01 

 

4. 考察  

1) 調査結果の比較  

本章では自動撮影カメラの方がスタンプ板調査よりも動物出現頻度が 4-6 倍

高かった。出現データにおけるスタンプ板調査と自動撮影調査の大きな違いと

タヌキ アナグマ アライグマ イエネコ

板の上を通過 24.7 26.5 38.7** 42.9**
板の付近にいる 62.6 46.1 52.8 49.4
板の脇をすり抜け 12.6 27.6** 8.5 7.7
例数(1,233TN) 174 204 284 261
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しては、スタンプ板では一晩に 1 回の出現データを得られるのに対し、自動撮

影カメラでは一晩で複数回の出現データを得ることができる点である。これは

一晩に複数回出現するような動物種では、その影響が大きいと考えられる。さ

らに自動撮影調査によるクリハラリスの出現頻度は、スタンプ板調査のものよ

りも 20 倍もの大きな差がみられた。クリハラリスは樹上性が強いため（Tamura，

2009）、本章の動撮影調査においても樹上や地上などの幅広い空間で撮影され

た。スタンプ板調査と自動撮影調査は動物を検知する範囲が大きく異なる。ス

タンプ板における動物の検知範囲は黒セルスポンジゴムの面積に依存し、本章

で用いた黒セルスポンジゴムの面積は、基本型では 900 cm2 で、けもの道の幅

に合わせた幅合わせ型では最大で 3,600 cm2 となり、さらに立体的な検知はで

きない。それに対して本章で用いた自動撮影カメラ（フィルム式 Field Note IIa）

は焦点距離が 28 mm であるため、カメラと地面を真正面に向かい合わせて、

カメラのレンズと地面までの距離を 1.5 m として設置したと仮定すると平面的

な検知範囲は 18,380 cm2 となる。さらにカメラでは立体的な検知も可能である。

このようにスタンプ板と自動撮影カメラの平面的な検知範囲には 5-20 倍程度

の差が存在する。立体的な活動をするクリハラリスでは両手法の検知範囲の差

の影響が顕著だったと考えられる。  

基本型と幅合わせ型のスタンプ板では動物検知面積に最大で 4 倍の差があっ

た。それにも関わらず両タイプのスタンプ板調査から得られた動物出現頻度に

は大きな差はみられなかった。これは 1 地点での動物検知範囲を大きくしても

その効果は限定的であることを示している。導入コストや設置のための労力を

考えると幅合わせ型スタンプ板を 1 台設置するよりも、基本型スタンプ板 4 台

を横幅 30 cm 程度のけもの道に別々に設置した方が調査効率は高いと考えられ

る。  

本章において両手法の動物出現頻度には有意な正の相関が得られた。自動撮
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影調査から得られた動物の出現頻度は動物の相対密度と関連があることが知ら

れている（Conner et al., 1983）。このことからスタンプ板は動物の相対密度を

反映できる調査手法であることを示している。ただしセントステーションにお

いてアライグマでは高密度である場合（10.3-11.4 頭 /km2）はその手法から得

られた相対密度は信頼性が高く（Nottingham et al., 1989）、低密度である場

合（5.8 頭 /km2）は信頼性が低いことが指摘されており、他の相対密度指標と

の併用が推奨される（Séquin et al., 2003）  

 

2) 必要な調査量  

 本章ではスタンプ板調査と自動撮影調査において食肉目の最大到達種を達成

するためには、両手法とも 15～30 日 /台の調査量が必要であり、調査量に大き

な差はなかった。このことから 1 台あたりトラップを 1 ヶ月程度、稼働させる

ことで、その地域の主要な食肉目を把握できると考えられる。出現頻度が一定

以上あった種については自動撮影調査の方が、スタンプ板調査よりも早く確認

できる傾向があった。これは上述したスタンプ板と自動撮影カメラによる検出

能力の差や動物自身の生息密度が影響していると考えられる。逆に言うと、出

現頻度が低い種においては個々のトラップの検出能力には影響しない可能性が

ある。アライグマの確認が多かった都市緑地において、トラップの稼働日数の

増加に伴うアライグマ確認地点率の変化をみると、スタンプ板は 1 台あたり 25

日程度、自動撮影調査は 1 台あたり 10 日程度の稼働夜数でアライグマの分布

の有無が判別できた。機材の設置密度は本章において検証していないため、今

後の課題である。  

 

3) 動物によるスタンプ板への反応  

本章においてスタンプ板の周囲に現れた動物の 9-43%はスタンプ板の脇を表
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2-5 スタンプ板調査と自動撮影調査の特性  

 

 

すり抜けており、特にアナグマにおいては他種よりもすり抜けの割合が 2-3 倍

高かった。さらにアライグマとイエネコにおいては他種よりもスタンプ板の上

を通過する割合が 1.5-1.7 倍高くなり、スタンプ板に対する動物の反応には種

間差が存在した。アライグマとハイイロギツネ（Urocyon cinereoargenteus）

においては、セントステーションから得られた指標と実際の個体数が逆転した

ことが報告されている（Nottingham et al., 1989）。さらにコヨーテ（C. latrans）

やトラ（Panthera tigris）においてはセントステーションや自動撮影カメラを

忌避する個体が存在することが知られている（Wegge et al., 2004; O’Brien et 

al., 2003; Randel and Peace, 2009）。これらのことから動物種による調査機材

に対する反応は、種間差や個体差が存在し、これはスタンプ板と自動撮影調査

の結果が異なっていた要因の 1 つであると考えられる。  

本章におけるシカとノウサギはスタンプ板調査では確認できず、自動撮影調

査のみで確認できた。さらにノウサギにおいてはスタンプ板を飛び越える行動

も観察された。足跡トラップ調査（セントステーションやとトラックプレート

を含む）と自動撮影調査を比較した研究では自動撮影調査の方が調査効率の高

スタンプ板(本研究) 自動撮影カメラ

対象種 地域の主要な中型食肉目 哺乳類全般

調査目的 生息確認 生息確認，相対密度

導入コスト 基本型：830円/台，幅合わせ型：2,980円/台 2万から6万円/台
機材の自作 可能 特別な知識がないと不可能

機材の重量 基本型：1.3kg/台，幅合わせ型：3.4kg/台 FieldNote Ⅱa：0.6kg
見回り頻度 1-3日に1回 2週間から6ヶ月に1回

盗難リスク 低いため人目に付く場所でも設置可能 高いため人目に付かない場所での調査が主

得られるデータ 出現の有無 出現の有無，出現時間，動物の行動など

データ取得 見回り間隔に依存 一晩に複数の出現データが得られる

天候による影響 降雨や積雪により足跡の消失，再設置が必要 風や日溜まりにより無効撮影が多発

機材の汎用性 性能が一定のため、汎用性が高い 機種の世代交代により性能差の維持は困難

機材への反応

コヨーテやトラではカメラを回避する個体が

いる(Conner et al ., 1983; Randel and
Peace, 2009)

アライグマとイエネコは板を回避することが少

ないアナグマは板を回避する
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く適用可能な種が多い（Foresman and Pearson, 1998; Gompper et al., 2006; 

McKinney and Haines, 2010）。これらのことから地域の主要な中型食肉目の

生息確認にタンプ板調査はで十分な精度を持つが、地域全体の哺乳類の生息確

認には自動撮影調査を用いた方がより多くの種を確認できるため効果的である

と考えられる。  

 

4) スタンプ板調査の特性  

スタンプ板調査と自動撮影調査の長短所を表 2-5 に示した。スタンプ板の用

途としては主要な中型食肉目の生息確認などの定性的な調査には特に有効であ

った。誘引物の使用は、調査効率を向上させる効果が期待できる（Schlexer, 

2008）。しかし、誘引物は季節、種間、誘引物の種類などにより誘引効果が異

なり（揚妻ほか，2003；鈴木，2009）、動物の通常の行動パターンを歪めてし

まう可能性がある（Brongo et al., 2005）。そのため、相対密度の把握を調査目

的としている場合、誘引物を用いた調査設計は慎重に行う必要がある（池田，

2015）。ただし、分布確認という限られた目的の場合には、調査効率を高める

ために誘引物の積極的な使用が推奨されると考えられる。  

出現頻度についてみると、スタンプ板調査は自動撮影調査と比較すると、デ

ータ取得の性質的な違いとスタンプ板の検出範囲の違いなどによる影響により、

スタンプ板調査による出現頻度は低くなった。さらにアライグマやイエネコで

は他種よりもスタンプ板の上を通過する傾向が、アナグマでは他種よりもスタ

ンプ板を避ける傾向があり、動物によるスタンプ板への反応には種間差がみら

れた。これはスタンプ板調査において出現頻度による手法間や種間での比較が

困難であることを示している。スタンプ板調査はアライグマやイエネコに対し

て特に有効であると考えられる。  

スタンプ板と市販されている自動撮影カメラの導入コストを比較すると、ス
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タンプ板の方が圧倒的に安い。そのため、低予算で機材を大量投入した広域的

な調査が可能である。反面、スタンプ板調査では 1-3 日間隔での見回りが必要

となるため、自動撮影調査よりも見回りコストが高い。  

設置場所については自動撮影カメラでは不特定多数の人が通行する場所では

プライバシーや盗難事故なども懸念され調査が困難な場合もあるが、スタンプ

板ではそれらの心配は少ない。また植物が密生するような場所に自動撮影カメ

ラを設置する場合は、植物の揺れによる無効撮影を減らすために環境を改変す

る必要がある。しかし、スタンプ板ではそのような環境改変をする必要はない。  

スタンプ板調査では足跡に明確な識別ポイントがない動物種では同定が困難

であるが、自動撮影カメラでは画像に写り込んだ動物の姿により、種同定を行

うため同定が容易である。  

スタンプ板調査は自動撮影調査よりも動物の検出力に劣るが、主要な中型食

肉目の生息確認のような定性的な調査には十分な能力を有していた。アライグ

マやイエネコにおいてはスタンプ板を避ける傾向が他種よりも少ないため、特

に有効と考えられた。さらに、スタンプ板調査では低価格で盗難の可能性も低

く、取り扱いが容易であるという利点があるため、市民調査や獣害の加害獣判

定に有効である。他方、自動撮影調査ではどの種に対しても調査の精度や効率

が高く、人件費が低く抑えられるという利点があるため、学術研究や環境アセ

スメントに有効である。このようにスタンプ板調査は自動撮影調査にない特性

を持っていることから、両者の使い分けが重要であると考えられた。  

本章で用いた消石灰は強アルカリ性で人の目に入ると障害を起こすことが知

られており、近年学校のグランドでの使用は減少している（柏井ほか，2013）。

このことから消石灰は野生動物にも悪影響を及ぼす可能性がある。今後、スタ

ンプ板調査を行う際には、消石灰の代用としてグランド白線引き用の炭酸カル

シウムを用いることが推奨される。  
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5. 小括  

 本章では神奈川県内の哺乳類の生息状況が異なる 2 つの緑地においてスタン

プ板を用いた足跡トラップの有効性を検証するために、スタンプ板と自動撮影

カメラを「けもの道」に設置して両者の調査効率を比較した。両手法における

タヌキやアライグマなどの中型食肉目の出現頻度には正の相関が得られた。し

かし、出現頻度の値自体はスタンプ板調査よりも自動撮影調査の方が 4-5 倍高

かった。スタンプ板調査と自動撮影調査においてトラップを 1 台あたり 1 ヶ月

程度、稼働させることにより、地域の主要な食肉目を確認することができた。

動物のスタンプ板に対する反応をみると、アライグマとイエネコでは他種より

もスタンプ板の上を通過する割合が 1.5-1.7 倍高かったのに対し、アナグマで

は他種よりも板の脇をすり抜ける割合が 2-3 倍高く、スタンプ板への反応には

種間差が存在した。すなわち、スタンプ板調査は自動撮影調査よりも動物の検

出力に劣るが、主要な中型食肉目の生息確認のような定性的な調査には十分な

能力を有していた。アライグマにおいてはスタンプ板を避ける傾向が他種より

も少ないため、特に有効と考えられた。さらにスタンプ板調査では低価格で盗

難の可能性も低く、取り扱いが容易であるという利点があるため、市民調査な

どに有効であった。他方、自動撮影調査では調査の精度や効率が高く、人件費

が低く抑えられるという利点があるため、学術研究や環境アセスメントに有効

と考えられた。  
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第3章 密度指標の開発  

1. はじめに  

 野生動物の密度指標には多くの手法が開発されている（Gese, 2001）。アラ

イグマにおいては、行政が収集したアライグマの有害駆除データに基づく捕獲

努力量あたりの捕獲頭数（捕獲効率：CPUE）は、除去法による生息頭数と有

意な正の相関が得られており、有効な密度指標であることが確認されている（環

境省北海道地方環境事務所・EnVision 環境保全事務所，2008）。しかし、捕獲

による密度推定は、罠の見回りや捕獲後の処理などに多大な調査労力がかかる

（日本哺乳類学会種名・標本委員会，2009）。さらに有害駆除のデータによる

捕獲効率は、被害が少ない地域では捕獲が実施され難いため算出できないこと

が多い。  

 一方で、自動撮影調査は機材自体の低コスト化や取り扱いの簡便さなどから、

カメラの稼働日数あたりの動物撮影回数（撮影効率）は、食肉目の調査で広く

用いられる密度指標である（金子ほか，2009；O’Brien, 2011）。しかし、Jennelle 

et al.（2001）は撮影効率を相対密度の指標とする場合、撮影効率とは独立し

た有効性が確認されている密度指標との関係があること示す必要があると指摘

した。自動撮影調査による撮影効率は , いくつかの動物種において他の相対密

度の指標と相関があることが報告されている（O’Brien et al., 2003; Carbone et 

al., 2001; Rovero, and Marshall, 2009）。アライグマにおいては自動撮影カメ

ラによる撮影率（アライグマ撮影回数 /全有効撮影回数）と除去法による推定生

息密度には有意な正の相関があると報告されているが（安藤ほか， 2003）、撮

影効率と捕獲効率による検証は行われていない。  

アライグマの防除事業を評価するためには、アライグマ密度の経時的な変化

を把握することが必須である。しかし、捕獲効率に基づく密度指標は、警戒心

の強い個体の存在により防除効果を過大評価する場合がある（松田，2012）。
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そのため、捕獲とは独立した密度指標によるクロスチェックが必要である。  

国内のアライグマ対策においては、神社仏閣でのアライグマの痕跡発見率も

密度指標として有効であることが報告されている（浅田・篠原，2009）。しか

し、この痕跡発見率は種同定が不確実であること、木造建築物に残された痕跡

は長期間に渡って残り続けることから密度指標としての信頼性は低い。  

そこで本章では、自動撮影データから得られた密度指標の有効性を確認する

ため、自動撮影データと既にアライグマの密度指標として有効であることが知

られているアライグマの防除事業から得られた捕獲効率の関係を調べ、自動撮

影調査から得られたアライグマ密度指標の有効性を検証した。  

 

2. 調査地および方法  

1) 調査地  

 神奈川県南東部の三浦丘陵の林地、南部の大磯丘陵の林地、東丹沢山麓の林

地を自動撮影調査の調査地として選定した（図 3-1）。これらは概ね標高 100 m

から 200 m の丘陵地で、最大標高は 327 m（大磯丘陵：不動山）である。調査

地内は落葉広葉樹林と常緑広葉樹林、針葉樹植林が優占している。三浦丘陵と

その他の地域は、相模川を挟んで東西に分かれており、これらは市街地により

完全に分断されている。  

神奈川県内におけるアライグマの野生化は、1980 年代後半に鎌倉市で初めて

確認され（中村，2001）、三浦半島を中心として県内の平野部を中心に分布を

拡大させ（神奈川県，2011）、近年は丹沢山地の山麓においても分布が確認され

ている（長縄・中山，2007）。  

神奈川県内では 2006 年の防除実施計画策定以降、毎年 1,000 頭以上のアラ

イグマが駆除されており（神奈川県，2011）、この内、60 %前後が県南東部の

三浦半島周辺で捕獲されたものである。県内におけるアライグマの生息密度は  
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図 3-1 自動撮影調査を行ったメッシュと捕獲檻を設置したメッシュ  
濃い灰色メッシュ；撮影努力量が 50 CN 以上、捕獲努力量が 50 TN 以上のメッシ

ュ  
網掛けしたメッシュ；撮影努力量が 50 CN 以上のメッシュ  
何もないメッシュ；捕獲努力量が 50TN 以上のメッシュ   
薄い灰色：森林域  （環境省生物多様性センターによる 1/25,000 植生図 GIS デー

タから作成した）  

 

正確には把握されていないが、概ね県南東部で高密度に生息し、そこから北西

に離れるにつれて分布が斑状になり、低密度に生息しており（神奈川県，2011）、

三浦丘陵、大磯丘陵と東丹沢山麓はアライグマの分布状況が異なる。  

神奈川県では 2011 年からは標準地域メッシュの 3 次メッシュ（約 1 km×約

1 km）によるアライグマ捕獲効率の管理が導入され、3 次メッシュごとに目標

捕獲努力量を設定し、捕獲が行われている（神奈川県，2011）。  
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2) 方法  

(1) 自動撮影データ  

防除事業データと独立したアライグマの相対密度を把握するために自動撮影

調査を行った。調査地内の林地を中心として 268 地点に自動撮影カメラ

（FieldNoteⅡa、麻里府商事、山口）を設置した。カメラの設置地点は概ね 200 

m 以上離して設置した。各調査地における自動撮影調査の調査条件を表 1 に示

した。2010 年の調査では 2010 年 2 月から 2011 年 1 月にかけて延べ 115 地点

で調査を行った。2011 年の調査では 2011 年 5 月から 2012 年 1 月にかけて延

べ 153 地点で調査を行った。1 調査地点のカメラの稼働日数（撮影努力量）が

30 CN（Camera Nights：カメラ日）以上になるように調査をした。自動撮影

カメラは地上から 0.8 m から 1.3 m の高さ、俯角 40°程度で設置した。見回り

は 1 週間から 3 週間の頻度で行った。撮影された写真には撮影された日にちと

時刻が記録されるように設定した。誘引物は用いなかった。  

撮影された写真は同一個体の重複カウントを防ぐために、10 分以内に同一種

が複数撮影された場合は撮影回数を 1 とした。10 分以内に撮影された写真に複

数の個体が写り込んでいる場合は、1 枚の写真に写り込んだ最大個体数を撮影

回数とした。撮影データは 3 次メッシュごとに集計した。動物種の撮影回数を

そのメッシュ内の延べ撮影努力量で割り、それに 100 をかけた値を撮影効率  

（回 /100CN）  と定義した。さらにカメラの調査地点におけるアライグマを撮

影するまでに要した期間（LTD）を、設置地点ごとに調べ、メッシュごとに平

均して解析に用いた。この LTD は調査効率や相対密度の指標として用いられる

ことがあり、動物種が高密度である場合は値が小さくなり（撮影されるのが早

い）、密度が低い場合は値が大きくなる（撮影されるのが遅い）と考えられる。

LTD はアライグマの撮影がないと算出できないため、アライグマの撮影があっ

た地点のみ調べた。調査を行った地域ごとにアライグマを撮影できたメッシュ  
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表 3-1 各調査地域における自動撮影調査の調査条件と調査量  

 

*：撮影努力量が 50CN 以上のメッシュ  
**：撮影努力量と捕獲努力量が 50CN（TN）以上のメッシュ  
***：平均値±SE 

 

の割合を、撮影メッシュ率として算出した。  

 

(2) 防除事業データ  

 アライグマの捕獲効率を調べるため、神奈川県自然環境保全課よりアライグ

マ捕獲記録の提供を受けた。自動撮影調査と同時期に報告された 2010 年 1 月

-12 月、2011 年 1 月 -12 月の 2 年分のデータを解析に用いた。これらの捕獲記

録のうち、95 %は住宅地や農地での捕獲記録であり、被害対応によって捕獲が

実施されている。アライグマの捕獲頭数と捕獲努力量（Trap Nights：TN）を、

年ごとに 3 次メッシュに集計し、メッシュごとにアライグマの 100 日あたりの

捕獲効率を算出した。ただし、捕獲努力量の記載に不備がある捕獲記録のデー

タを除き、捕獲努力量を集計した（データ採用率 2010 年  85.8 %、2011 年  

100.0 %）。捕獲檻におけるアライグマを捕獲するまでに要した期間を Latency 

to First Catch（LTC）と定義して、捕獲檻ごとに算出した。これをメッシュご

緯度 経度 調査* 解析**
73 6,269

(2.4±1.2) (209.0±20.2)
48 2,407

(1.9±0.2) (96.3±7.5)
19 1,330

(6.3±2.9) (443.3±209.9)
62 3,243

(2.1±0.2) (111.8±11.3)
21 1,260

(2.6±0.7) (157.5±45.5)
25 2,861

(3.6±0.8) (408.7±75.2)
248 17,370

(2.4±0.2) (170.3±14.0)

延べ撮影

努力量***
延べカメラ

地点数***

35°19′30″139°32′25″ 2010年2月-2011年1月

メッシュ数

30

139°37′00″ 2011年6月-2012年1月

調査期間
調査地域の中心

17

12
三浦丘陵

25

東丹沢
山麓

大磯丘陵

2011年5月-12月

139°13′28″ 2011年6月-2012年1月

35°28′53″139°18′05″ 2011年7月-2012年1月

35°27′32″139°17′56″

35°18′29″139°11′38″ 2010年7月-11月

35°19′56″

35°16′56″

1

6

0

17

8

29

3

合計 102 37
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とに平均して解析に用いた。この LTC は動物が高密度であるほど値が小さくな

り（捕まるのが早い）、低密度であるほど値が大きくなる（捕まるのが遅い）と

考えられ、密度指標として有効である可能性がある。LTC の算出のためには、

捕獲開始日と捕獲日の両方が必要となる。このためいずれのデータにも不備が

あるものは集計から除いた（データの採用率 2010 年  91.7 %、2011 年  99.8 %）。

アライグマの捕獲がなかった捕獲檻については捕獲日が存在しないため、LTC

は算出できなかった。自動撮影調査を行った地域ごとにアライグマを捕獲でき

たメッシュの割合を、捕獲メッシュ率として算出した。  

 

(3) 解析  

 本章では自動撮影データについては 1 メッシュあたり 50 CN 以上、防除事業

データについては 1 メッシュあたり 50 TN 以上の条件に合致した 3 次メッシュ

を解析の対象とした。自動撮影データ（撮影効率と LTD）と防除事業データ（捕

獲効率と LTC）がどのような関係にあるのか明らかにするために、ポアソン分

布を仮定した一般化線形混合モデル（ Generalized Linear Mixed Model：

GLMM）により解析した。GLMM の解析には lme4 パッケージの glmer（）関

数を用いた。目的変数として捕獲効率と LTC を、説明変数として撮影効率と

LTD を用いた。3 次メッシュ ID をランダム効果とした。LTD と LTC には欠損

値が存在するため、欠損値があるメッシュは解析から除いた。尤度比検定によ

り説明変数の有意性を調べた。捕獲効率と LTC のそれぞれにおいて全ての変数

の組み合わせのモデルを作成し、この中から AIC が最も小さいモデルをベスト

モデルとした。ベストモデルに含まれた変数は捕獲効率とのスピアマンの順位

相関係数を算出し、相関関係を調べた。3 次メッシュによるデータの作成・集

計には ArcMap 10. 2（ESRI ジャパン株式会社）を用いた。統計解析には統計

ソフト R3.1 0（R Development Core Team, 2014）を用いた。  
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3. 結果  

1) 自動撮影データ  

自動撮影調査においては自動撮影カメラを 268 地点に設置し、延べ 18,205 

CN（1 地点あたり平均 68.2 CN）の調査を行った。自動撮影カメラを設置した

メッシュは 117 メッシュであった。この内、1 メッシュあたりの撮影努力量が

50 CN 以上のメッシュは 2 年間で延べ 102 メッシュであった（表 3-1）。1 メッ

シュあたりの自動撮影カメラの設置台数は平均 2.4±SE0.2 台となり、撮影努

力量は平均 170.3±SE14.0 CN であった。アライグマの撮影回数は 1,057 回（1

メッシュあたり 10.4±1.8 回）であった。アライグマの撮影されたメッシュは、

2 年間で延べ 70 メッシュ（68.6 %）であった。  

 

2) 防除事業データ  

50 TN 以上の捕獲努力量があったメッシュは、神奈川県全体で 2010 年は 238

メッシュ（6.8 %）、2011 年は 365 メッシュ（10.4 %）となった。アライグマ

の延べ捕獲頭数は 2010 年が 884 頭、2011 年が 858 頭であった。1 メッシュあ

たりの捕獲努力量は、2010 年が 256.6±25.1 TN、2011 年が 263.3±19.2 TN

となった。防除事業データにおける捕獲努力量が 50 TN 以上だったメッシュ数

は 2 年間で延べ 603 メッシュとなり、アライグマの捕獲されたメッシュは延べ

330 メッシュ（54.7 %）であった。  

 

3) 密度指標間の比較  

防除事業データと自動撮影データの両方の解析の条件に合致した解析対象メ

ッシュは 37 メッシュであった（図 3-1）。解析対象メッシュにおける自動撮影

調査は 1 メッシュあたり 2.6±0.3 台のカメラを設置しており、1 メッシュあた

り 184.9±26.2 CN の調査努力量を投入した。防除事業は 1 メッシュあたり 11.9
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±1.7 台の捕獲檻が設置され、1 メッシュあたり 353.3±96.5 TN の捕獲努力量

が投入されていた。アライグマの撮影効率では 1 メッシュあたり 9.9±2.1 回

/100CN、捕獲効率では 5.0±0.8 頭 /100TN となり、撮影効率の方が有意に高か

った（ウィルコクソンの符号順位和検定，P<0.01）。アライグマの LTD では 15.9

±2.1 日となり、LTC では 11.3±1.8 日となり、撮影（捕獲）に要した期間に有

意な差がみられなかった（ウィルコクソンの符号順位和検定，P=0.12）。アラ

イグマが撮影（捕獲）されたメッシュは自動撮影調査では 30 メッシュ（86.5 %）、

防除事業では 31 メッシュ（83.8 %）となり、有意な差はみられなかった（フィ

ッシャーの直接確率検定，P=0.50）。  

 

4) 地域間の比較  

自動撮影データと防除事業データから得られた指標を地域間で比較した（表

3-2）。撮影効率と捕獲効率は同様の傾向を示し、三浦丘陵の方が大磯丘陵や東

丹沢山麓よりも有意に高かったが（Steel-Dwass 法，P<0.01）、大磯丘陵と東丹

沢山麓には有意な差がなかった（Steel-Dwass 法，P=0.09-0.99）。LTD では三

浦丘陵や大磯丘陵の方が東丹沢山麓よりも有意に高かったが（Steel-Dwass 法，

P<0.01）、三浦丘陵と大磯丘陵には有意な差がなかった（ Steel-Dwass 法，

P=0.26 ）。 LTC は 三 浦 丘 陵 の 方 が 大 磯 丘 陵 よ り も 有 意 に 高 か っ た が  

（Steel-Dwass 法，P<0.05）、三浦丘陵と東丹沢山麓間、大磯丘陵と東丹沢山麓

間には有意な差がなかった（Steel-Dwass 法，P=0.36-0.99）。LTD と LTC は捕

獲効率と異なる傾向を示した。  

地域ごとにアライグマの撮影メッシュ率と捕獲メッシュ率を比較すると、同

じ地域における両手法間の比率に有意な差はなかった（2 群の母比率の差の検

定，P=0.09-0.35）。しかし、これらの撮影メッシュ率と捕獲メッシュ率におい

て三浦丘陵よりも大磯丘陵（Ryan 法，P<0.03）と丹沢の麓（Ryan 法，P<0.02）  
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表 3-2 自動撮影データと防除事業データから得られた密度指標の地域間比較  

 
*は平均値±SE を示す  
Steel-Dwass 法の結果、異なるアルファベット間に有意な差があることを、

小文字が P<0.05、大文字が P<0.01 を示す  

 

の方が撮影（捕獲）された割合が有意に高く、大磯丘陵と東丹沢山麓には有意

な差がみられず（Ryan 法，P>0.05）、捕獲効率と同様の傾向を示した。  

 

5) 自動撮影データと防除事業データの関係  

自動撮影データと防除事業データの関係を明らかにするため、GLMM による解

析を行った（表 3-3）。捕獲効率を目的変数としたベストモデルには、撮影効率

のみのモデルが選ばれた。撮影効率と捕獲効率の関係は、撮影効率が高いほど、

捕獲効率が高くなる有意な正の関係がみられた（図 3-2-A，尤度比検定，P<0.01）。

LTD はベストモデルに含まれなかった。LTD が含まれるいずれのモデルにおい

ても捕獲効率への有意な関係はみられなかった（尤度比検定，P=0.08-0.83）。

ベストモデルによる回帰式は（1）となった。  

 

y=exp（0.7156+0.0439x）+0.9123         （1）  

 

撮影効率と捕獲効率の相関関係をみると、両指標には有意な正の相関がみられ

た（スピアマンの順位相関係数， rs=0.58，P<0.01）。  

  

調査手法 密度指標 単位

自動撮影 撮影効率* 回/100CN 10.6±1.8 A 2.8±1.0 B 0.2±0.1 B
LTD* 日 16.0±1.9 A 11.3±2.9 A 61.3±7.9 B
撮影メッシュ率 % 87.3 53.1 33.3

罠捕獲 捕獲効率* 頭/100TN 3.3±0.3 A 0.7±0.2 B 0.7±0.2 B
LTC* 日 16.4±1.6 a 57.0±18.6 b 22.5±5.9 ab
捕獲メッシュ率 % 93.6 58.1 54.5

東丹沢山麓大磯丘陵三浦丘陵
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表 3-3 GLMM による自動撮影データと防除事業データの関係  

 
尤度比検定の結果、 *が P<0.05、 **が P<0.01 を示す  
―は AIC により選択されなかった説明変数を示す  

 

 

図 3-2 一般化線形混合モデルのベストモデルにおける密度指標間の実測値と予

測値の関係  
（A）捕獲効率と撮影効率、（B）LTC と LTD、プロットは実測値を、実線は予測

値を示す  

 

LTC を目的変数としたベストモデルには、LTD のみのモデルが選ばれた。LTD

と LTC の関係は LTD が高いほど、LTC が高くなる有意な正の関係がみられた

（図 3-2-B，尤度比検定，P<0.01）。しかし、撮影効率はベストモデルに含まれ

なかった。撮影効率を含むモデルにおいても LTC への有意な関係はみられなか

撮影効率 LTD
(×102) (×102)

捕獲効率 1 0.72 4.39** ― 3 175.44 0.00
2 0.81 4.17*  -0.46    4 177.39 1.96
3 1.77 ― -0.36    3 180.35 4.92

Null 1.19 ― ― 2 181.38 5.95
LTC 1 1.76 ― 3.18** 3 175.05 0.00

2 1.64 0.51    3.55*  4 176.88 1.83
Null 2.26 ― ― 2 180.21 5.16

3 2.44 -1.41    ― 3 180.60 5.55

係数の推定値

ΔAICAICdfモデル目的変数
切片
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った（尤度比検定，P=0.20-0.70）。さらに LTD と捕獲効率の相関関係をみると、

両指標には有意な相関がみられなかった（スピアマンの順位相関係数，rs=-0.23，

P=0.21）。  

 

4. 考察  

1) 自動撮影データによる密度指標の有効性  

本章では地域的な相対密度の比較においては撮影効率、発見メッシュ率、捕

獲メッシュ率は、アライグマの密度指標として有効である捕獲効率と同じ傾向

を示し、地域的な相対密度の差を良く反映していた。さらに GLMM による解

析の結果、撮影効率は捕獲効率と有意な正の関係があった。このことからアラ

イグマの撮影効率、発見メッシュ率、捕獲メッシュ率は、アライグマの密度指

標として有効であると考えられる。  

他方、LTD と LTC は地域的な相対密度を正確に反映していなかった。LTD と

LTC はカメラや捕獲檻の設置期間によってその上限値が制限されるため、設置

期間は重要な要因である。特に防除事業データによる捕獲檻の設置期間は、1

年間の市町村もあれば、1 週間の市町村もあり、捕獲檻の貸し出し元である市

町村の体制によって大きく異なる（野生動物保護管理事務所， 2008a）。また

LTD と LTC はアライグマの捕獲や撮影がない場合、その値自体が算出できな

い。そのため、カメラや捕獲檻の設置期間が短期間な場合は、アライグマが発

見されない可能性も高く、高密度な可能性があるのに LTD や LTC が算出でき

ないこともある。このような捕獲檻や自動撮影カメラの設置期間のバラツキが

LTD や LTC の信頼性を低くしていると考えられる。  

さらに警戒心の強い個体の存在も LTD や LTC の信頼性を低くしている可能

性がある。Gompper et al.（2006）によるとコヨーテ（Canis latrans）は自動

撮影カメラに対して強い警戒を示す。そのため、自動撮影調査により得られた



39 
 

コヨーテの LTD とライントランセクト調査により得られた糞密度には、有意な

相関がみられなかったと報告している。これらのことから LTD と LTC は調査

条件の違いや動物による警戒心に強い影響を受けると考えられ、密度指標とし

て有効ではない。  

 

2) 警戒心の強い個体による影響  

密度指標の誤差要因として、警戒心の強い個体（トラップシャイ）の存在が

挙げられる（Lancia et al., 2001）。King et al.（2009）は罠に対する反応に個

体差がある場合、最初に警戒心の強くない個体が選択的に捕獲され、密度の低

下に伴って警戒心の強い個体が残されるため、捕獲効率が低下することを報告

し た 。 同 様 の 現 象 が 奄 美 大 島 に お け る フ イ リ マ ン グ ー ス （ Herpestes 

auropunctatus）の防除事業においても報告されており、捕獲効率では動物の

密度減少を過大評価する傾向があることが知られている（松田，2012）。自動

撮影調査においてもトラ（Panthera tigris）やコヨーテでは警戒心の強い個体

がいることが報告されている（Séquin et al., 2003; Wegge et al., 2004）。しか

し、いくつかの種では自動撮影カメラの設置地点を繰り返し訪問しており、機

材を避けていないとされている（Kays and Slauson, 2008）。Rollend（2012）

は捕獲檻と自動撮影カメラを一緒に設置し、捕獲檻に対するアライグマの反応

を調べ、捕獲檻ではカメラで撮影できたアライグマの 14 %しか捕獲できなかっ

たと報告し、捕獲檻を警戒する個体がいることを示した。これらのことから捕

獲効率に反映される個体は、その地域に生息する一部であり、撮影効率よりも

捕獲効率の方が警戒心の強い個体の影響を受けていると考えられる。  

 

3) アライグマのモニタリングツールとしての自動撮影データの有効性  

本章では自動撮影調査から得られた撮影効率は密度指標として有効であった。
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既に有効性が確認されている行政が収集した捕獲記録に基づく捕獲効率におい

ては、捕獲従事者の経験、誘引餌、捕獲檻の構造、捕獲檻の設置期間が異なる

場合があり（野生動物保護管理事務所，2008a）、統一した条件下で捕獲を行う

ことが困難であり、大きな測定誤差を含んでいる可能性がある。そのため、防

除効果を評価するためには、捕獲効率以外の密度指標によるクロスチェックが

必要である。野生動物保護管理事務所（2008b）によると、撮影効率はアライ

グマの除去効果を反映できたと報告している。さらに撮影効率は捕獲による影

響を受け難いことから、防除効果を評価するには捕獲効率よりも優れていると

考えられる。  

一般に調査努力量が極端に少ないとそこから得られた指標の信頼性が低くな

ると考えられる。本章では 50 CN（TN）以上の調査量を確保できたメッシュが

少 な く 、 必 要 な 調 査 努 力 量 の 検 証 す る こ と が で き な か っ た 。 Foster and 

Harmsen（2012）は対象種により最適な調査設計が異なることを指摘している。

このことから撮影効率（捕獲効率）をアライグマの密度指標として用いる場合

は、調査努力量の増加に対する撮影効率の変化を調べ、どこで撮影効率が安定

するか検証することが推奨される。  

本章によりにアライグマの撮影効率が捕獲効率を推定するために有効である

ことが分かった。捕獲効率の算出が困難な森林域などにおいて自動撮影調査が

行われた場合、本章から得られた回帰式（1）を用いることで、捕獲が行われ

ていない地域においてもアライグマの捕獲効率を推定することができる。これ

によってより広域的なアライグマのモニタリングが可能となる。  
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5. 小括  

アライグマの密度指標として捕獲効率（CPUE）が有効であることはすでに

知られているが、このデータは捕獲作業を実施しなければ得られない。そこで、

自動撮影データから得られた諸指標｛撮影効率、撮影するのに要した期間（LTD）、

撮影メッシュ率｝を捕獲効率と比較することによって、自動撮影データの密度

指標として有効性を検討した。アライグマの生息状況が異なる神奈川県内の 3

地域の林地を主な調査地として、2010 -2011 年に自動撮影調査を行った。捕獲

効率、捕獲するのに要した期間（LTC）および捕獲メッシュ率は、行政による

防除事業データから算出した。これら指標を地域間で比較すると、撮影効率、

撮影メッシュ率、捕獲メッシュ率は、 捕獲効率と同様の傾向を示したが、LTD

と LTC は捕獲効率とは異なる傾向を示した。一般化線形混合モデルにより解析

したところ、撮影効率は捕獲効率に対して有意な正の関係がみられたが、LTD

においてはみられなかった。これらのことからアライグマの密度指標として、

撮影効率は有効であった。さらに本章では撮影効率から捕獲効率を推定する回

帰式が得られたことから、捕獲が行われていない地域においても自動撮影調査

が行われてさえいれば、撮影頻度から捕獲効率を推定することが可能となった。 
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第4章 分布域と相対密度の経時的な変化  

1. はじめに  

神奈川県においては、1980 年代後半にアライグマの野生化が確認された（中

村，1991）。その後、県内各地でアライグマの目撃や被害が相次ぎ社会問題と

なり、1998 年に有害獣捕獲が開始された（牧野・橋井，2002）。その後、徐々

に捕獲頭数は増加し、2001 年には 500 頭を超えた。2005 年以降は毎年 1,000

頭を上回る頭数を捕獲している（図 4-1）。神奈川県では 2005 年の外来生物法

の制定を受けて、2006 年に神奈川県アライグマ防除実施計画を策定し、計画的

な防除活動を開始した（神奈川県，2006）。防除実施計画を策定したことによ

り、策定前は鳥獣保護法に基づく有害獣捕獲として許可を受けて捕獲を実施し

ていたことが、策定後は外来生物法に基づいて届出により捕獲を実施できるよ

うになり、捕獲実施者も知識や経験があれば狩猟免許が無くても捕獲作業に参

加でき、行政担当者は生きたままの運搬や保管という外来生物法で禁止されて

いる行為も行えることから、防除実施計画の結果、捕獲のためのハードルが下

がったと言える。  

神奈川県の防除実施計画は 5 年ごとに見直すことになっている。第 1 次計画

ではアライグマの分布状況や被害状況をもとに県内を 3 地域に区分し、それぞ

れに合わせた取り組み目標を設定して対策を実行してきた（神奈川県，2006）。

その結果、神奈川県（2011）では被害対応中心の捕獲となり里山や緑地での捕

獲が少なかったこと、低密度地域での生息確認や捕獲が進まず分布拡大を阻止

できなかったこと、分布域のモニタリングには捕獲記録や目撃記録のみを基づ

いていたため被害がない地域での把握が困難であったこと、捕獲目標の設定が

不十分であったことが課題として指摘された。2011 年に改定された第 2 次アラ

イグマ防除実施計画では、これらの課題を受けて、被害対応中心の捕獲から脱

却するべく全国に先駆けて、アライグマの分布するメッシュでは被害の発生の  
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図 4-1 神奈川県におけるアライグマの野生化の歴史（捕獲頭数と農業被害額は神

奈川県， 2015 より引用）  

 

有無に関わらず必要捕獲努力量が設定された 3 次メッシュ単位でのアライグマ

管理が導入された（神奈川県，2011）。他の地方公共団体による防除実施計画

は、神奈川県の第 1 次計画と類似した内容の計画となっており、2015 年 12 月

28 日現在において 3 次メッシュ単位のアライグマ管理が導入されているのは

神奈川県だけである。  

外来種の根絶を達成するためには、捕獲により個体を除去し、分布域の縮小

化や生息密度の低密度化を図る必要がある。神奈川県では防除を計画的に行っ

ていくために、アライグマの捕獲記録や目撃情報から分布域と捕獲効率のモニ

タリングを行い、分布域と生息密度の把握を行っている（神奈川県，2011）。

しかし、これらに基づく分布域は、アライグマへの関心が低い地域や人の活動

が少ない地域において分布域を過小評価している可能性がある。さらにアライ

グマの防除実施計画の対象範囲は、都道府県単位や市町村単位となることが多

く、その対象範囲は広域で、複数の景観要素を含んでいる場合が多い。このよ

うな中で単一の調査手法で分布把握をすることは調査コストや調査手法の特性
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から考えて現実的ではない。また生息密度についても、第 1 次計画内において

一部地域において低密度化が報告されているが、第 2 次計画以降の推移は不明

である。  

本章では神奈川県において複数の調査手法から防除実施計画策定前後のアラ

イグマの分布域を、アライグマの捕獲記録から防除時期ごとの相対密度を調べ、

分布域と相対密度の経時的な変化を検証した。  

 

2. 調査地および方法  

1) 調査地  

神奈川県を横浜市、川崎市、横須賀三浦地域、県央地域、湘南地域、県西地

域の 6 地域に区分して調査を行った（図 4-2）。  

 

2) 方法  

(1) 分布調査  

下記に示した a） -e）の方法を併用した。  

 

a) 神社仏閣痕跡調査  

 アライグマの生息確認手法の一つとして、神社仏閣に残されたアライグマの

痕跡から分布を調べる調査手法がある（川道ほか，2010）。本章では神奈川県

内のアライグマ分布を明らかにするため、神社仏閣に残されたアライグマによ

る痕跡の有無を調べた。調査をした年月日、位置情報、痕跡の種類や状態を記

録した。調査は 2010 年 9 月から 2015 年 2 月にかけて、県央地域の一部（相模

原市）、湘南地域の一部（平塚市、秦野市、伊勢原市、大磯町、二宮町）、県西

地域の全域において実施した。調査は山麓部周辺にある神社仏閣を中心として

調査を実施した。調査対象とした神社仏閣は、人が入ることが出来るような一  
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図 4-2 調査地である神奈川県の概要図  
薄い灰色が森林域を、濃い灰色が湖沼を、太線が行政地域境界を、細線が市町村境

界を示す  
森林域は国土数値情報ダウンロードサービスの「森林地域」のデータを利用した  

 

定以上の大きさの建築物が敷地内にあるものとし、これよりも小さい建築物で

構成された神社仏閣は調査対象としなかった。敷地内の全ての建築物の周囲を

観察し、アライグマの痕跡を探した。アライグマの目撃や足跡のような確度の

高い分布情報が得られた場合のみ確実な分布情報として扱った。神社仏閣に残

されるアライグマの代表的な痕跡としては、爪痕が挙げられる（図 4-3）。川道

ほか（2010）は、4～5 本の平行に並んだ幅 3 cm 以上の爪痕が地面から 1 m 以

上の高さにあった場合、アライグマの痕跡である可能性が高いことを報告して

いる。しかし、本調査地域には類似した爪痕を残す可能性がある、ホンドテン

やハクビシン、ムササビ（Petaurista leucogenys）が生息している。  
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図 4-3 神社の柱に残されたアライグマの爪痕  

 

そのため、本章では発見された痕跡が爪痕のみであった場合は、アライグマの

可能性のある分布情報として扱うことに留めた。糞や体毛は外見から他種との

判別が困難であることから、アライグマの分布情報として扱わなかった。  

 

b) 自動撮影調査  

東京農業大学野生動物学研究室、神奈川県自然環境保全センター、神奈川県

湘南地域県政総合センター、秦野市環境保全課が神奈川県内で行った中大型哺

乳類を対象とした自動撮影調査の結果からアライグマの分布を調べた。これら

の調査の条件を表 4-1 に示した。調査地域は川崎市、横浜市、横須賀三浦地域、

県央地域、湘南地域、県西地域で調査を実施した。さらに環境省が行うモニタ

リングサイト 1000 の里地調査「中・大型哺乳類調査」による神奈川県内の調

査サイトの自動撮影調査の結果も利用した（URL： http://www.biodic.go.jp/ 

moni1000/）。これらのデータは集計方法が異なっていたため、データから調査  
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表 4-1 自動撮影調査の調査条件  

 

 

年、設置位置、アライグマの撮影の有無が分かるものを採用した。アライグマ

の撮影があった場合は、確実な分布情報とした。  

 

c) 痕跡調査と聞き取り  

神社仏閣痕跡調査と自動撮影調査の際に、踏査ルート上でアライグマの痕跡

を発見した場合は、発見年月日、発見場所、痕跡の種類を記録した。周辺住民

がいた場合は、アライグマの分布に関する聞き取りを行った。アライグマの分

布が確認できた場合は、聞き取り年月日、目撃場所、聞き取り内容を記録した。

アライグマの目撃や死体、足跡といった確度の高い分布情報が得られた場合は、

確実な分布情報とした。目撃や死体、足跡以外のアライグマの分布情報は、ア

ライグマの可能性のある分布情報とした。  

 

d) 既存文献調査  

これまでの神奈川県内のアライグマ分布については、既にいくつかの報告が

ある。本章ではこれらの既存文献のデータを反映するためにアライグマの分布

に関する文献を収集した。分布調査情報として採用した文献を表 4-2 にまとめ

た。これらの文献データにおいて標準地域メッシュの 3 次メッシュ（約 1 km

×1 km）と同等以上の位置精度が得られたものを分布情報として採用した。デ

ータの精度については文献に記載された情報精度をもとに、確実な分布情報、  

データ所有 機種 調査地域 調査年

東京農業大学野生動物学研究室
フィルム式FieldNote
(Ⅰ，Ⅰa，Ⅱ，Ⅱa)

横須賀三浦，県央．

湘南，県西
2004-2013

神奈川県自然環境保全センター 不明 県央，湘南，県西 2012-2014
湘南地域県政総合センター D55IR、D55IRXT 湘南 2012

秦野市環境保全課
Trophy Cam
(Model 119436) 湘南 2011-2012
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表 4-2 アライグマの分布情報として採用した文献  

 

*1：防除実施計画策定前後におけるデータの有無を示す  
*2： 1）痕跡調査、 2）聞き取り、 3）自動撮影調査、 4）文献記録  
*3： 2 次メッシュを 16 分割したもので約 2.5×2.5 km の大きさのメッシュ  

 

可能性のある分布情報、分布情報無しの 3 つに分類した。  

 

e) 捕獲記録  

神奈川県自然環境保全課から提供を受けたアライグマ捕獲記録から捕獲檻の

設置メッシュと捕獲が行われたメッシュを調べた。捕獲記録は神奈川県全域に

おける 2005 年から 2013 年のものを用いた。本調査ではアライグマの分布を明

らかにすることであるため、3 つの条件（3 次メッシュ程度の位置精度が得ら

れること、捕獲の有無が分かること、罠を設置した年と捕獲した年が分かるこ

と）が揃っていれば、他のデータ項目に不備があっても、確実な分布情報とし

て採用した。  

 

(2) 相対密度調査  

第 3 章と同様の手順により神奈川県自然環境保全課から提供を受けたアライ

グマ捕獲記録からメッシュごとの捕獲努力量と捕獲頭数から捕獲効率を算出し

策定前 策定後

田畑ほか(2006) 2003-2004 相模川より西側 ○ ― 1)，2) 在データは地点，不在データ

は2.5次メッシュ
*3

野生動物保護管理

事務所(2007) 2005-2006 旧相模原市 ○ ○ 2)，3) 在―不在データの地点，2)の
調査の一部は在データのみ

長縄(2007) 2001-2006 丹沢山麓 ○ ○ 1)，2)，3) 在データのみの地点

關ほか(2008) 2004-2006 神奈川県北西部 ○ ○ 2)，3) 在―不在データの地点

園田・倉本(2008) 2006 生田緑地 ― ○ 3) 在―不在データの地域

青木(2009) 2000-2009 旧相模原市 ○ ○ 2)，3)，4) 在データのみの地点

守屋(2013) 2001-2013 旧津久井町 ○ ○ 2)，3)，4) 在データのみの地点

文献 調査年 主な調査地域
データの有無

*1

調査手法
*2

データ精度
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用いた。捕獲記録は神奈川県全域における 2005 年と 2013 年のものを用いた。

本調査では信頼性の高い相対密度を得るため、4 つの条件（3 次メッシュ程度

の位置精度、捕獲頭数、捕獲檻の稼働期間、捕獲手法）が揃っているデータを

採用した。  

 

(3) 必要捕獲努力量の算出  

 本章により得られた 3 次メッシュごとの分布図と相対密度調査で用いた神

奈川県全域における 2005 から 2013 年までの捕獲記録を用いて必要捕獲努力量

の基準となる相対密度（捕獲効率）を算出した。  

 

(4) 解析  

a) 分布調査  

本章の方法 a） -e）の分布調査により集められた分布情報は、情報精度が高

いこと、位置精度が 3 次メッシュ以上あること、確認された年が分かることの

三つの条件が揃っているデータを採用した。各分布調査において分布確認率（確

実な情報と可能性のある情報の合計が延べ情報数に占める割合）を算出して地

域間で比較した。調査手法ごとに調査時期や調査場所が異なっていたため、調

査手法間の比較は行わなかった。  

これらの分布情報のうち、地域的なアライグマの調査・捕獲体制や分布状況

の比較には、3 次メッシュ以上の位置精度を持つデータのみを用いた。神奈川

県域に含まれたメッシュ数に対する調査や捕獲を実施したメッシュ数の割合を

調査・捕獲実施メッシュ率とした。調査や捕獲を実施したメッシュ数に対する

分布情報のあったメッシュ数の割合を分布メッシュ率とした。外来種分布の把

握には予防的な観点が必要であるため、分布メッシュ率の算出にはアライグマ

の可能性のある分布情報も含めた。地域的な比較にはこれらのメッシュ率を用
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いた。得られた既存文献には複数の文献間で重複していると思われる分布情報

もみられたが、メッシュ単位の在 -不在データとして分布域の評価を行うことに

より、文献間のデータの重複の影響を排除した。  

アライグマ防除実施計画策定前後の分布域の変化を調べるために、本章によ

り収集したアライグマの分布情報のうち、策定前の 2005 年以前までの分布情

報と策定後の 2006 年以降からの分布情報に分けて取りまとめた。葉山ほか

（2005）と田畑ほか（2006）による先行研究は 2.5 次メッシュ（2 次メッシュ

を 16 分割したもので約 2.5×2.5 km）により分布を調査していたことから、 本

章においてもそのデータを用いるために 2.5 次メッシュによる分布を調べた。

策定前後の分布の比較では、葉山ほか（2005）と田畑ほか（2006）による分布

情報も策定前の分布に含めて作製した。策定前後の比較としては、神奈川県全

域に掛かるメッシュ数に対するアライグマの分布が得られたメッシュ数の割合

を用いた。  

調査・捕獲実施メッシュ率や分布メッシュの地域的な比較には、比率の差の

検定の Ryan 法による多重比較を行った。過去の分布域との比較には、χ 2 検定

を用いた。有意水準は 5%とした。  

 

b) 相対密度調査  

各メッシュの捕獲努力量が年ごとに大きく異なっていたため、本章では第 1

次アライグマ防除実施計画の策定前が含まれる 2005 年から 2007 年を防除前期、

2008 年から 2010 年を防除中期、第 2 次アライグマ防除実施計画に移行した年

を含む 2011 年から 2013 年を防除後期として 3 つに区分して以下の解析を行っ

た。3 次メッシュごとに捕獲頭数と捕獲努力量を集計し、捕獲効率を算出した。

捕獲効率は捕獲頭数を捕獲努力量で除し、100 日あたりの捕獲頭数に換算した。

防除前期、防除中期、防除後期のそれぞれの期間において 50TN 以上の捕獲努
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力量が確保されたメッシュを解析の対象とした。1 メッシュあたり 50 TN 以上

の捕獲努力量が投入されたメッシュを対象地域におけるメッシュ数で除したも

のを捕獲実施メッシュ率として算出した。防除時期における捕獲効率の変化の

比較には、ポアソン分布を仮定した GLMM により調べた。GLMM の解析には

lme4 パッケージの glmer（）関数を用いた。目的変数として捕獲効率を、説明

変数として防除時期と地域、これらの交互作用を用いた。3 次メッシュ ID をラ

ンダム効果とした。全ての変数の組み合わせのモデルを作成し、この中から AIC

が最も小さいモデルをベストモデルとした。各地域における捕獲効率の経時的

変化を調べた。これらの多重比較には multcomp パッケージの glht（）関数に

よる Tukey 法を用いて調べた。  

 

c) 必要捕獲努力量の算出  

神奈川県（2011）ではアライグマの生息数を減少させるために必要と考えら

れる捕獲努力量を必要捕獲努力量として、3 次メッシュごとに捕獲努力量の数

値目標を設定している。本章で得られた分布図をもとに必要捕獲努力量を算出

した。  

神奈川県自然環境保全課（2010）における密度区分は、捕獲効率が 10.0 頭 /100 

TN 以上で超高密度、5.0 頭以上 -10.0 頭未満 /100 TN で高密度、2.5 頭以上 -5.0

頭未満 /100 TN で中密度、2.5 頭未満 /100 TN 以下で低密度と区分されている。

さらに必要捕獲努力量として超高密度メッシュを 100 TN/年、それ以外の密度

および捕獲効率が分からない分布メッシュ、これらの分布メッシュメッシュと

隣接しているメッシュを 200 TN/年として捕獲努力量の目標として設定してお

り、これをもとに必要捕獲努力量を算出した。  

密度区分の基準となる捕獲効率は 9 年間の延べ捕獲努力量と延べ捕獲頭数か

ら捕獲効率を算出して用いた。9 年間の延べ捕獲努力量が 1 メッシュあたり 50 
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TN 以下だったメッシュは、捕獲効率を算出しなかった。  

d) GIS 作業と統計作業  

データの作成と集計には、ArcMap 10.2.2.（ESRI ジャパン株式会社）を用

いた。統計解析には統計ソフト R 3.1.0 （R Development Core Team，2014） 

を用いた。  

 

3. 結果  

1) 分布調査  

(1) 得られた分布情報  

本章の方法 a）-e）の調査により延べ 26,607 件の情報が得られた。このうち ,

確実な情報は 10,450 件、可能性のある情報は 184 件で、残りは分布の確認が

無い情報であった。得られた分布情報を表 4-3 に示した。  

 

a) 神社仏閣痕跡調査  

神社仏閣調査では 297 件の情報が得られ、このうち、確実な情報は 5 件、可

能性のある情報は 168 件となり、分布確認率は 58.2 %だった（図 4-4）。まと

まった調査行われている地域の分布確認率をみると、県央地域では 65.0 %、湘

南地域では 58.2 %、県西地域では 53.6 %となり、これらの地域間には有意な

差がみられなかった（χ 2 検定，P=0.51）。  

 

b) 自動撮影調査  

自動撮影調査では 806 件の情報が得られ、このうち、確実な情報は 177 件、

可能性のある情報は得られず、分布確認率は 22.0 %となった（図 4-5）。地域

別の分布確認率をみると、横浜市・川崎市では 42.1 %、横須賀三浦地域では

78.0 %、県央地域では 10.7 %、湘南地域では 20.2 %、県西地域では 8.4 %とな  
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表 4-3 収集した調査手法ごとのアライグマの分布情報件数  

 

*：確実な情報と可能性のある情報を合計して、延べ情報数で除した値  

 

 

図 4-4 神社仏閣痕跡調査によるアライグマの分布情報  
黒色の丸が確実な分布情報を、灰色の丸が可能性のある分布情報を、白色の丸が分

布情報の得られなかった調査地点を示す  

 

確実な

情報

可能性の

ある情報

確認

無し

神社仏閣痕跡 5 168 124 297 58.2
自動撮影 177 0 629 806 22.0
痕跡・聞き取り 23 4 0 27 100.0
既存文献 289 12 369 670 44.9
捕獲記録 9,956 0 14,851 24,807 40.1
延べ情報数 10,450 184 15,973 26,607 ―

分布情報
延べ

情報数

分布

確認率
*

(%)
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図 4-5 自動撮影調査によるアライグマの分布情報  
黒色の丸が確実な分布情報を、灰色の丸が可能性のある分布情報を、白色の丸が分

布情報の得られなかった調査地点を示す  

 

り、横須賀三浦地域は他地域よりも有意に高く（Ryan 法，P<0.05）、横浜市・

川崎市と湘南地域は県央地域や県西地域よりも有意に高かった（Ryan 法，

P<0.05）。  

 

c) 痕跡・聞き取り  

痕跡・聞き取りでは 27 件の情報が得られ、このうち、確実な情報は 23 件、

可能性のある情報は 4 件であった（図 4-6）。得られた情報が少ないため、地域

間における分布確認率は算出しなかった。  
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図 4-6 痕跡・聞き取り調査によるアライグマの分布情報  
黒色の丸が確実な分布情報を、灰色の丸が可能性のある分布情報を、白色の丸が分

布情報の得られなかった調査地点を示す  

 

d) 既存文献  

既存文献では 670 件の情報が得られ、このうち、確実な情報は 289 件、可能

性のある情報は 12 件となり、分布確認率は 44.9 %となった（図 4-7）。既存文

献による情報は在 -不在の両方のデータを持つ文献と在のみのデータを持つ文

献があったため、地域間の比較は行わなかった。  

 

e) 捕獲記録  

捕獲記録では 24,807 件の情報が得られ、このうち、確実な情報は 9,956 件、

可能性のある情報は 0 件となり、分布確認率は 40.1 %となった。3 次メッシュ

に整理すると、捕獲のあったメッシュは 726 メッシュ、捕獲を実施したが捕獲  
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図 4-7 既存文献調査によるアライグマの分布情報  
黒色の丸が確実な分布情報を、灰色の丸が可能性のある分布情報を、白色の丸が分

布情報の得られなかった調査地点を示す  

 

されなかったメッシュは 1,102 メッシュとなった（図 4-8）。地域別の捕獲メッ

シュ率をみると、横浜市では 36.5 %、川崎市では 31.1 %、横須賀三浦地域で

は 44.9 %、県央地域では 68.8 %、湘南地域で 18.5 %、県西地域では 27.4 %と

なり、県央地域は他地域よりも有意に高く（Ryan 法，P<0.05）、横須賀三浦地

域は横浜市、川崎市、湘南地域、県西地域よりも有意に高かった。さらに湘南

地域は他地域よりも捕獲メッシュ率が有意に低かった。  

 

(2) 調査・捕獲実施メッシュの分布  

調査・捕獲実施メッシュは 1,408 メッシュ（神奈川県内の 55.0 %で調査や捕

獲を実施）であった。調査・捕獲実施メッシュ率を地域別にみると（表 2-3）、
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図 4-8 捕獲記録によるアライグマの分布情報  
濃い灰色のメッシュを捕獲のあったメッシュ（ 726 メッシュ）を、網掛けしたメッ

シュは捕獲を実施したが分布情報の得られなかったこと（ 1,102 メッシュ）を、メ

ッシュのない地域は捕獲を実施していないこと示す  

 

横須賀三浦地域では 85.0 %となり、他地域よりも有意に高かった（Ryan 法，

P<0.05）。また、横須賀三浦地域と横浜市（77.9 %）、湘南地域（73.0 %）では

県央地域（57.5 %）よりも有意に高く（Ryan 法，P<0.05）、川崎市（22.6 %）

と県西地域（24.5 %）では他地域よりも有意に低かった（Ryan 法，P<0.05）。 

 

(3) 神奈川県のアライグマ分布  

アライグマの分布調査の結果、3 次メッシュによる分布メッシュを図 4-9 に

示した。確実分布メッシュは 845 メッシュ、可能性のある分布メッシュは 88

メッシュ、捕獲や調査を実施したが分布情報が得られなかったメッシュは 499 



58 
 

 

図 4-9 本章で得られた神奈川県内におけるアライグマの分布図  
濃い灰色メッシュが確実分布（ 845 メッシュ）を、薄い灰色メッシュが可能性のあ

る分布（ 88 メッシュ）を、網掛けしたメッシュは捕獲や調査を実施したが分布情

報の得られなかったこと（ 499 メッシュ）を、メッシュのない地域は調査や捕獲を

実施していないこと示す  

 

メッシュとなり、分布メッシュ率は 65.2 %であった。三浦半島から北西の平野

部や丘陵部、山麓部のほぼ全域にアライグマが分布していることが分かった。

地域ごとのアライグマの分布メッシュ率を表 4-4 に示した。分布メッシュ率は

横須賀三浦地域では他地域よりも有意に高かった（Ryan 法，P<0.05）。県央地

域の方が、県西地域よりも有意に高かった（Ryan 法，P<0.05）。川崎市の分布

メッシュ率は、横浜市、県央地域、湘南地域よりも有意に低かった (Ryan 法，

P<0.05）。このように、アライグマの分布状況は地域により異なっていた。3

次メッシュによる分布メッシュは、捕獲記録による分布メッシュよりも 207 メ  
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表 4-4 各地域におけるアライグマの分布調査・捕獲実施メッシュと分布メッシュ  

 

 

ッシュも多く確認でき、複数の分布調査を併用したことの有効性が認められた。 

 

(4) 中標高域でのアライグマの分布  

3 次メッシュ内の平均標高が 400m 以上の中標高域においては、確実な分布

情報が 18 メッシュ（丹沢山地 18 メッシュ、箱根山地 0 メッシュ）、可能性の

ある分布情報が 9 メッシュ（丹沢山地 5 メッシュ、箱根山地 4 メッシュ）で得

られた。このことから、丹沢山地や箱根山地のいずれにおいても分布している  

ことが分かった。中でも丹沢山地内の県道 70 号線秦野清川線の桶小屋橋周辺

では、アライグマの幼獣 2 頭が目撃され、山麓から離れた山中においても繁殖

している可能性が示された。  

 

(5) 防除計画策定前の分布域の比較  

防除実施計画策定前後におけるアライグマの分布域の経時的変化を図 4-10

に示した。アライグマの分布メッシュ数は、防除実施計画策定前では 195 メッ

シュ（図 4-10-A、全県域のメッシュ数の 42.1 %）であったのに対し、防除実

施計画策定後では 309 メッシュ（図 4-10-B、全県域のメッシュ数の 66.7 %）

で約 1.6 倍の差がみられ、分布域は有意に拡大していた（χ 2 検定，P<0.01）。 

  

調査 捕獲 確実 可能性

横浜市 502 23 388 391 77.9 233 0 59.6
川崎市 164 7 31 37 22.6 12 0 32.4
横須賀三浦 247 56 208 210 85.0 200 0 95.2
県央 363 113 225 265 73.0 144 28 64.9
湘南 642 245 209 369 57.5 221 12 63.1
県西 653 136 41 160 24.5 35 48 51.9

実施メッシュ 実施

メッシュ率

（％）

分布

メッシュ率

（％）

地域

メッシュ

分布メッシュ
調査・捕獲

実施メッシュ
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図 4-10 神奈川県内における防除実施計画策定前後のアライグマの分布図  
A は防除実施計画策定前（ 2005 年まで）の、B は防除実施計画策定後（ 2006
年 -2014 年）の分布図を示す  
濃い灰色メッシュが確実分布（A は 185 メッシュ、B は 284 メッシュ）を、

薄い灰色メッシュが可能性のある分布（A は 10 メッシュ、B は 25 メッシ

ュ）を、網掛けしたメッシュは捕獲や調査を実施したが分布情報の得られ

なかったこと（A は 95 メッシュ、B は 42 メッシュ）を、メッシュのない

地域は調査や捕獲を実施していないこと示す  
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2) 相対密度調査  

(1) 捕獲努力量  

1 メッシュあたりの捕獲努力量が 50 TN 以上だったメッシュ数や捕獲実施メ

ッシュ率を表 4-5 に示した。1 メッシュあたりの捕獲努力量が 50 TN 以上だっ

たメッシュは、神奈川県全体で防除前期は 360 メッシュ、防除中期は 431 メッ

シュ、防除後期は 744 メッシュとなり、防除前期から後期にかけて増加してい

た。  

地域ごとに捕獲努力量をみると（図 4-11）、いずれの防除時期においても横

須賀三浦地域の方が、横浜市、川崎市、湘南地域、県西地域よりも有意に高か

った（Tukey 法，P<0.05）。防除前期では他の地域間には有意な差はみられな

かった（Tukey 法，P=0.55-1.00）。防除中期では県央地域の方が、横浜市より

も有意に高かった（Tukey 法，P<0.05）。防除中期では他の地域間には有意な

差はみられなかった（Tukey 法，P=0.29-1.00）。防除後期では横浜市の方が、

川崎市、横浜市、湘南地域よりも有意に低かった（Tukey 法，P<0.05）。県央

地域よりも川崎市、湘南地域、県西地域の方が有意に高かった（Tukey 法，

P<0.05）。これらのことから捕獲努力量には地域的な偏りがみられた。  

 1 メッシュあたりの防除時期ごとの捕獲努力量についてみると（図 4-11、図

4-12、図 4-13、図 4-14）、横浜市と川崎市では防除前期から防除中期にかけて

有意に減少し、防除中期から防除後期にかけて有意に増加していた（Tukey 法，

P<0.05）。横須賀三浦地域では防除前期から防除中期にかけて有意に増加し

（Tukey 法，P<0.05）、防除中期から防除後期にかけて有意に減少していた

（Tukey 法，P<0.05）。県央地域では防除前期から防除後期にかけて有意に減

少していた（Tukey 法，P<0.05）。湘南地域では防除前期と防除中期から防除

後期にかけて有意に増加していた（Tukey 法，P<0.05）。県西地域では防除中

期から防除後期にかけて有意に増加していた（Tukey 法，P<0.05）。  
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表 4-5 神奈川県における防除計画（ 2006 年開始）実施後の捕獲実施メッシュ率

の変化  

 
*： 1 メッシュあたり 50 TN 以上だったメッシュ数を示す  

 

 

図 4-11 各地域における防除時期ごとの延べ捕獲努力量  
１メッシュあたりの平均値±SE 
防除前期は 2005-2007 年、防除中期は 2008-2010 年、防除

後期は 2011-2013 年のデータを用いた  

 

防除時期ごとの 1 メッシュあたりの捕獲努力量が捕獲実施メッシュに占める

割合をみると（図 4-15）、1 メッシュあたりの捕獲努力量が 50 TN 以下のメッ

シュは防除前期と防除中期から防除後期にかけて有意に減少していた（Ryan

法，P<0.05）。1 メッシュあたりの捕獲努力量が 251TN から 2,000 TN 以下の

メッシュは防除前期と防除中期から防除後期にかけて有意に増加した（Ryan  

捕獲実施

メッシュ数*
捕獲実施

メッシュ率

捕獲実施

メッシュ数*
捕獲実施

メッシュ率

捕獲実施

メッシュ数*
捕獲実施

メッシュ率

横浜市 72 14.2 159 31.4 266 52.5
川崎市 13 7.7 7 4.1 9 5.3
横須賀三浦 180 70.3 161 62.9 168 65.6
県央 14 2.2 28 4.4 121 18.8
湘南 64 17.5 68 18.6 166 45.5
県西 17 2.6 8 1.2 14 2.1
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0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

横浜市 川崎市 横須賀三浦 県央 湘南 県西

1メ
ッ
シ
ュ
あ
た
り
の
捕
獲
努
力
量 防除前期(380メッシュ)

防除中期(431メッシュ)

防除後期(744メッシュ)



63 
 

 
図 4-12 神奈川県における防除前期（ 2005-2007 年）の延べ捕獲努力量の分

布（ 533 メッシュ）  
凡例のカッコ内の数字はメッシュ数を示す  

 

法，P<0.05）。1 メッシュあたりの捕獲努力量が 2,000 TN 以上から 16,000 TN

以下の特に捕獲圧が高かったメッシュは防除前期から防除中期にかけて有意に

増加し（Ryan 法，P<0.05）、防除中期にかけて防除後期にかけて有意に減少し

ていた（Ryan 法，P<0.05）。防除後期において 1 メッシュにかけられた捕獲努

力量が高まっていた。  
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図 4-13 神奈川県における防除中期（ 2008-2010 年）の延べ捕獲努力量の分

布（ 631 メッシュ）  
凡例のカッコ内の数字はメッシュ数を示す  

 

 
図 4-14 神奈川県における防除後期（ 2011-2013 年）の延べ捕獲努力量の分

布（ 917 ッシュ）  
凡例のカッコ内の数字はメッシュ数を示す  
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図 4-15 防除時期における 1 メッシュあたりの捕獲努力量

が捕獲実施メッシュに占める割合  
防除前期は 2005-2007 年、防除中期は 2008-2010 年、防除

後期は 2011-2013 年のデータを用いた  
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(2) 捕獲頭数  

1 メッシュあたりの防除時期ごとの捕獲頭数を図 4-9 と図 4-10 に示した。横

浜市では 2.0-6.7 頭、川崎市では 0.3-2.5 頭、横須賀三浦地域では 9.2-12.6 頭、

県央地域では 3.4-4.4 頭、湘南地域では 1.7-3.1 頭、県西地域では 0.4-4.4 頭の

アライグマがそれぞれ捕獲されていた。最も捕獲頭数が多かったメッシュは 9

年間で 1 メッシュあたり 178 頭のアライグマが捕獲されていた。防除時期におけ

る 1 メッシュあたりの各捕獲頭数が捕獲実施メッシュに占める割合をみると（図 4-11）、

有意に増加し（Ryan 法，P<0.05）、1 メッシュあたりが 11-20 頭だったメッシ

ュの割合は防除前期から防除後期にかけて有意に減少しており（Ryan 法，

P<0.05）、1 メッシュあたりのアライグマの捕獲頭数は経時的に減少していた。 

 

 

図 4-16 各地域における防除時期ごとの延べ捕獲頭数  
1 メッシュあたりの平均値±SE 
防除前期は 2005-2007 年、防除中期は 2008-2010 年、

防除後期は 2011-2013 年のデータを用いた  
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図 4-17 神奈川県における防除前期（ 2005-2007 年）の延べ捕獲頭数の分

布（ 533 メッシュ）  
凡例のカッコ内の数字はメッシュ数を示す  

 

 
図 4-18 神奈川県における防除中期（ 2008-2010 年）の延べ捕獲頭数の分

布（ 631 メッシュ）  
凡例のカッコ内の数字はメッシュ数を示す  
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図 4-19 神奈川県における防除後期（ 2011-2013 年）の延べ捕獲頭数の分

布（ 917 メッシュ）  
凡例のカッコ内の数字はメッシュ数を示す  

 

 

図 4-20 防除時期における 1 メッシュあたりの捕獲頭数が捕獲実

施メッシュに占める割合  
防除前期は 2005-2007 年、防除中期は 2008-2010 年、防除後期は

2011-2013 年のデータを用いた  
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(3) 捕獲効率の経時的な変化  

GLMM の結果を表 4-6 に示した。ベストモデルには防除時期と地域、交互作

用が含まれるモデルが選ばれた。各地域における捕獲効率の経時変化をみてみ

ると（図 4-21、図 4-22、図 4-23、図 4-24）、横浜市と湘南地域においては防

除前期、防除中期、防除後期にかけて経時的に有意に減少していた（Tukey 法，

P<0.05）。横須賀三浦地域においては防除前期から防除中期や防除後期にかけ

て有意に減少していたが（Tukey 法，P<0.05）、防除中期から防除後期にかけ

ては有意に増加していた（Tukey 法，P<0.05）。川崎市においては防除前期か

ら防除後期にかけて有意に減少していたが（Tukey 法，P<0.05）、防除前期か

ら防除中期、防除中期から防除後期にかけては有意な減少はみられなかった

（Tukey 法，P=0.40-0.49）。県央地域においては経時的に減少する傾向がみら

れたが、有意な減少ではなかった（Tukey 法，P=0.62-0.88）。県西地域におい

ては捕獲効率の経時的な変化はみられなかった（Tukey 法，P=0.61-0.99）。神

奈川県の一部の地域を除いた捕獲効率は、経時的に減少する傾向がみられた。  
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表 4-6 GLMM による結果  

 
＋はモデルに組み込まれたことを、―は組み込まれなかったことを示す  

 

 
図 4-21 各地域における防除時期ごとの延べ捕獲効率 1 メッシュ

あたりの平均値±SE 
防除前期は 2005-2007 年、防除中期は 2008-2010 年、防除後期は

2011-2013 年のデータを用いた  

 

切片 防除時期 地域 交互作用

1 -5.63 + + + 19 8823 0
2 -6.34 + + ― 9 9215 393
3 -4.74 + ― ― 4 9346 524
4 -6.82 ― + ― 7 10459 1637

Null -5.42 ― ― ― 2 10580 1757
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図 4-22 神奈川県における防除前期（ 2005-2007 年）の捕獲効率分布  
凡例のカッコ内の数字はメッシュ数を示す  
捕獲努力量が 50 TN 未満だったメッシュは地図に示さなかった  

 

 
図 4-23 神奈川県における防除中期（ 2008-2010 年）の捕獲効率分布  
凡例のカッコ内の数字はメッシュ数を示す  
捕獲努力量が 50 TN 未満だったメッシュは地図に示さなかった  
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図 4-24 神奈川県における防除後期（ 2011-2013 年）の捕獲効率分布  
凡例のカッコ内の数字はメッシュ数を示す  
捕獲努力量が 50 TN 未満だったメッシュは地図に示さなかった  
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3) 必要捕獲努力量  

神奈川県自然環境保全課（2010）によるアライグマの密度区分をもとにアラ

イグマの分布とその隣接したメッシュを図 4-25 に示した。神奈川県における

アライグマの分布情報が得られたメッシュは 934 メッシュ、分布メッシュと隣

接するメッシュは 1,000 メッシュであった。分布情報が得られたメッシュのう

ち、超高密度 8 メッシュ、高密度が 43 メッシュ、中密度が 94 メッシュ、低密

度が 466 メッシュ、分布情報のみで捕獲効率の算出ができなかったのが 323 メ

ッシュであった。必要捕獲努力量の分布を  図 4-26 に示した。1 メッシュあた

りの必要捕獲努力量が、200 TN/年だったメッシュは 1,926 メッシュ、100 TN/

年だったメッシュは 8 メッシュとなり、神奈川県全体の必要捕獲努力量は延べ

386,000 TN/年となった。  
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図 4-25 神奈川県における分布メッシュと隣接メッシュ  
濃い灰色は捕獲効率が 10 頭 /100 TN 以上のメッシュ（ 8 メッシュ）、

薄い灰色は分布メッシュ（ 926 メッシュ）、白色は分布のあったメッ

シュと隣接したメッシュ（ 1,000 メッシュ )を示す  

 

 
図 4-26 神奈川県における必要捕獲努力量の分布  
濃い灰色は 1 メッシュあたり 200TN/年（ 1,926 メッシュ）、薄い灰色は

100 TN/年（ 8 メッシュ）の捕獲努力量が必要なことを示す  
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4. 考察  

1) 神奈川県におけるアライグマ防除事業の効果  

第 2 次神奈川県アライグマ防除実施計画は、「分布域の縮小」と「生息数の

減少」の 2 つを掲げている（神奈川県，2011）。本章では神奈川県におけるア

ライグマの分布域と相対密度の経時的変化から、防除実施計画の防除効果を検

証した。その結果、防除実施計画策定前後の分布を比較すると、約 1.6 倍に拡

大しており、防除効果がみられなかった。しかし、相対密度に関しては横浜市、

川崎市、横須賀三浦地域、湘南地域では捕獲効率が減少しており、防除効果が

みられた。  

第 2 次神奈川県アライグマ防除実施計画においては、アライグマの生息が確

認されたメッシュでは、その被害の有無に関わらず、必要捕獲努力量を設定し

て捕獲を実施することが計画されている（神奈川県，2011）。本章から得られ

た神奈川県内におけるアライグマの分布状況から神奈川県（2011）をもとに必

要捕獲努力量を推定すると、神奈川県全体で年間 386,000 TN が必要であった。

これを達成するためには、罠の年間稼働率を 100 %と仮定した場合、1,057.5

台の捕獲檻が必要である。第 2 次計画中の必要捕獲努力量は県全体で 280,500  

TN とされ（神奈川県，2015）、本章により得られた値と比較するとその差は

1.4 倍となる。2012 年から 2014 年にかけて実際に行われた捕獲努力量は県全

体で 130,000-170,000 TN/年となっており（神奈川県，2015）、本章から得ら

れた必要捕獲努力量はもとより、第 2 次計画中の必要努力量も達成できていな

い。さらに第 2 次計画中に必要捕獲努力量を達成できたメッシュは全体の 10%

程度であったこと、県内の捕獲努力量の分布には地域的な偏りことも報告され

ており（神奈川県，2015）、神奈川県全体で面的な捕獲は実施されていないと

言える。そのため、現状の体制では分布域の拡大を阻止することは困難である。  

本章から得られた 3 次メッシュによるアライグマの分布域では、神奈川県内
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の北部や西部において分布メッシュと分布情報が得られなかったメッシュが混

在していた。これは現時点において神奈川県内のアライグマにおける分布がま

ばらで低密度であることを示している。アライグマの分布拡大を防ぐためには、

低密度地域から捕獲していくことが推奨されており（Koike, 2006）、このよう

な地域において捕獲努力量を強める必要がある。しかし、低密度地域において

はアライグマによる被害も少ないため、アライグマに対する行政や住民の関心

も低く、捕獲実施者が少ない。さらに捕獲を行っていてもアライグマの捕獲数

が少ないことや、錯誤捕獲の増加による捕獲実施者の意欲の低下も起こりやす

い（阿部，2011）。そのため、現状の被害対応に偏った捕獲の実施だけでは、

アライグマの分布拡大を防ぐことは不可能である。  

本章において川崎市と県西地域、山地を含むメッシュでは、調査・捕獲実施

率が低かった。これは本章においてその様な地域では、アライグマの分布を過

小評価している可能性があることを示している。外来種の分布域の把握は、防

除効果を測る上で重要な指標の一つである。このことからもこれらの地域にお

いて、積極的に分布をモニタリングしていく必要がある。  

 

2) 先行研究による分布拡大予測の検証  

アライグマは森林景観を伝って分布を拡げるというシナリオの下、神奈川県

における分布拡大の予測を行った Koike（2006）によると、2019 年頃には分

布域が神奈川県全域に拡大すると予測した。本章では県内の平野部や山麓のほ

ぼ全域や山地内の一部においても分布が拡大していることが分かり、Koike

（2006）による分布の拡大予測は概ね的中していたと言える。Koike（ 2006）

による予測では市街地や耕地といった本章において平野部に相当する景観が、

アライグマの分布に不適であるとして分析から除かれていた。しかし、本章に

おける分布域においては、平野部のほぼ全域で分布が確認できており、必ずし
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も平野部が分布に不適であるとは言えないことが分かった。これは 2.5 次メッ

シュの空間スケールにおいて市街地や耕地に分類される景観においても、アラ

イグマの生息に十分な景観を有していることを示しており、環境選択性などの

解析には、2.5 次メッシュよりも小さい空間スケールでの分析が必要である。  

 

3) 有効な分布確認手法  

本章においてアライグマの分布確認手法として神社仏閣痕跡調査と自動撮影、

痕跡・聞き取り、既存文献調査を行うことで、捕獲記録だけでは把握すること

が困難だった森林域でのアライグマ分布を把握することができ、正確な分布把

握に重要な役割を果たした。さらに神社仏閣調査は自動撮影調査と異なり、特

別な機材を必要としないため、調査の実施が容易であった。アライグマの防除

計画においては、その対象範囲は市町村や都道府県単位と広域であり、その中

には人間活動の濃淡や環境の違いが存在する。これまでに開発されたアライグ

マの分布確認手法は、それぞれ異なる特性を持っている（環境省自然環境局野

生生物課外来生物対策室，2014）。このことから、その対象範囲全域を単一の

調査手法のみで調査地域全体を同じ精度で分布域を把握することは、調査手法

の特性的に考えて困難である。正確な分布域を広域的に収集するには、各手法

のメリットを活かして複数の調査手法を組み合わせて実施した方がコストと精

度の観点から最も現実的である。そのため、アライグマ防除計画の立案者は、

単一の調査手法に囚われることなく、調査手法の特性を理解した上で複数の調

査手法を組み合わせて分布調査を行う実施体制を組むことが望まれる。  

本章で得られた神奈川県内の痕跡確認頻度を先行研究と比較すると、他地域

の神社仏閣痕跡調査による痕跡発見率を比較すると（表 4-7）、神奈川県の県央

地域や湘南地域、県西地域は 50-60 %程度となり中程度の値であった。それに

対して京都府や島根県本土部は痕跡発見率が 80 %を超えており高い値であっ
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た。本章では県央地域や湘南地域、県西地域よりも高い生息密度であると考え

られる横須賀三浦地域では神社仏閣痕跡調査を実施していないため、高密度地

域の痕跡発見率が得られていない。神社仏閣痕跡調査から得られた痕跡確認頻

度は、アライグマの相対密度として有効であるとされている（浅田・篠原，2009）。

神奈川県においてもより広域的に神社仏閣痕跡調査を実施することで、相対密

度の有効なモニタリングツールになる可能性がある。本章における秦野市内で

の神社仏閣痕跡調査では、1 日で 25-28 カ所程度の神社仏閣を回ることができ、

3-4 日でほぼ秦野市全域を調査することができた。しかし、爪痕だけに頼った

種同定は、精度が低くなっている可能性がある。今後は同所的に生息する動物

種の爪痕をサンプリングして、種ごとの同定ポイントを検証することで、爪痕

による種同定の精度を向上させることが望まれる。  

本章では過去の分布情報として発表された学術論文はもちろん、市町村が市

史や町史などの形でとりまとめた分布情報も重要な情報源となった。アライグ

マは特定外来生物に指定されており、他の野生動物よりも注目度が高い。この

ため、このような地域の資料にも分布情報がある可能性がある。そのため、本

章のように過去の分布を調べる際は、その様な文献も積極的に収集する必要が

ある。  

 

4) 管理単位  

神奈川県においてメッシュ単位によるアライグマ管理が十分に機能しなかっ

た要因として、アライグマ対策の実務を行う市町村担当者や捕獲を実際に行う

住民にとって 3 次メッシュをイメージすることが困難だったことが挙げられる。

住民との関係が深く市街地中心の分布を持つ生物においては、国勢調査で用い

られている町丁・字別等境界が管理単位として有効であるとされる（水谷，

2010）。このため、アライグマにおいても実務として対策を行う場合は、町丁・
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字別等境界単位で必要捕獲努力量を設定して捕獲を実施する方が、より多くの

人が必要捕獲努力量を理解しやすいと考えられる。ただし、町丁・字別等境界

は区画整理により変化する可能性があること、さらに森林域や農耕地などの人

の居住が少ない場所では都市部と比較して面積が広くなることから、経年的・

地域的な評価をする際に問題が生じる可能性がある。その点、3 次メッシュは

経年的・経時的な評価が容易であるため、分布や密度の管理単位としては 3 次

メッシュが適していると考えられる。  

 

5) 第 3 次神奈川県アライグマ防除実施計画に向けて  

 本章では神奈川県の現状の体制では、アライグマの生息密度の低下はできて

も、分布拡大は阻止できないことが分かった。アライグマにおいて一定以上の

捕獲圧をかけることで生息密度の低下させることは比較的容易であり、神奈川

県以外にも北海道や千葉県において低密度化した事例がある（池田，2008；浅

田，2013）。しかし、現在のところ定着したアライグマの分布域を減少させた

という報告はない。第 2 次計画が導入したアライグマのメッシュ管理は、理想

的に進めば分布末端地域でも捕獲が実施されるため、分布域の拡大を阻止し、

縮小させることもできる可能性がある。しかし、実際には第 2 次計画中も被害

対応中心の捕獲から脱却できず、これらに関する課題は第 3 次計画に持ち越さ

れた（神奈川県，2015）。そのため、今後はこれらの課題を第 3 次計画中で解

決し、各メッシュにおいて確実に必要捕獲努力量を達成することで、広域的な

面的捕獲を実践していく必要がある。  
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表 4-7 他地域における神社仏閣痕跡調査で得られた痕跡発見率の比較  

 

*先行研究は 1 地域での調査地点数が 10 地点以上のものを抽出した  
 

  

都道府県 地域
調査

地点数

痕跡確認

地点数

痕跡

発見率(%) 文献

県央地域  26  40 65.0
湘南地域  73 119 61.3
県西地域  74 138 53.6

千葉県 市川市 11 1 9.1
船橋市 33 6 18.2
松戸市 12 0 0.0
野田市 10 1 10.0
柏市 33 3 9.1
流山市 12 1 8.3
我孫子市 24 5 20.8
鎌ヶ谷市 18 0 0.0
浦安市 11 1 9.1
成田市 10 4 40.0
佐倉市 20 5 25.0
印西市 16 2 12.5
白石 19 3 15.8
富里市 24 7 29.2
東圧町 16 5 31.3
銚子市 10 8 80.0
旭市 43 5 11.6
匝瑳市 14 4 28.6
九十九里町 19 1 5.3
横芝光町 16 0 0.0
館山市 10 6 60.0
袖ヶ浦市 14 4 28.6

埼玉県 所沢市 133 92 69.2 堀井ほか(2014)
紀の川市 67 38 56.7
岩出市 20 14 70.0
和歌山市 15 7 46.7
海南市 11 5 45.5
京都市 106 90 84.9
舞鶴市 161 146 90.7
綾部市 180 165 91.7

岡山県 全域 58 43 74.1 森(2011)
本土部 178 162 91.0
陰岐諸島 38 6 15.8

本研究
神奈川県

宮下・仲・藤吉(2013)
和歌山県

金森ほか(2012)

川道ほか(2010)
京都府

島根県

浅田・篠原(2009)
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5. 小括  

本章では複数の分布確認手法から分布域を、捕獲記録から相対密度を調べ、

神奈川県におけるアライグマの分布域と相対密度の経時的な変化を検証した。

アライグマの分布域は防除実施計画策定前と比較して、防除実施計画策定後に

は約 1.6 倍に拡大しており、県内の平野部や丘陵部、山麓部のほぼ全域に分布

しており、山地内においても分布が確認できた。相対密度に関しては横浜市や

川崎市、横須賀三浦地域、湘南地域においては経時的な捕獲効率の減少がみら

れたが、県央と県西地域では捕獲効率の減少がみられなかった。本章で得られ

た分布図をもとに必要捕獲努力量を算出したところ、県全体で年間 386,000 TN

が必要となった。複数の調査手法を組み合わせた分布調査は、行政資料で得ら

れなかった分布の把握が可能であったため有効であった。   
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第5章 総合考察  

1. 分布確認手法の選択  

アライグマの分布把握を目的とした調査手法は数多くある（表 5-1）。そのた

め、アライグマの分布を把握したい場合は、調査手法や地域の特徴や実施体制

を理解した上で、調査手法を選択する必要がある。アライグマの防除事業は、

防除の対象地域が都道府県や市町村単位と広域である。さらに、第 4 章で述べ

たように、その対象地域の中には人間活動やアライグマ自体の密度の濃淡、環

境の違いが存在する。このような条件下において調査対象全域を単一の調査手

法のみで分布域を把握することは、各調査手法の特性的に困難であり（表 5-1）、

そのため、正確な分布域を広域的に収集するには、各調査手法のメリットを活

かして複数の調査手法を組み合わせて実施した方が現実的である。  

 

2. 生息密度調査手法の選択  

行政資料から得られる捕獲効率は、独自の調査を必要とせず、工夫次第では

通常の業務の中で収集することが可能で、広域的な生息密度の把握が可能な調

査手法である（表 5-1）。そのため、アライグマの捕獲効率は、防除事業におい

て特に有効な生息数のモニタリング項目となり得る。しかし、行政資料による

捕獲効率は、1）捕獲が実施され難い森林域では値が得られず、2）捕獲の条件

を統一することが困難であり（野生動物保護管理事務所，2008a）、3）トラッ

プシャイ個体の影響（King et al., 2009）により生息数を過小評価する可能性

があり、4）複数の行政機関・担当者ごとの捕獲体制の違いにより、精度の低

下が懸念される。1）については森林域において自動撮影調査を行い、撮影効

率から捕獲効率に推定する式を用いて捕獲効率を推定することで、モニタリン

グ範囲を森林域まで拡大することが可能となる（第 3 章）。2）と 3）について

は捕獲効率とは独立した有効な密度指標も併せて用いることで、指標のクロス



83 
 

チェックができる体制を整えることが必要である。4）については複数の行政

機関・担当者が実務作業を行う場合は、研修を行い目的意識や実務などの共有

化を図ることにより解決できる。クロスチェックに用いる密度指標としては、

広域的な調査が低コストに実施できることが必要である。このような条件に合

う調査手法としては、自動撮影調査から得られた撮影効率が有効であり、クロ

スチェックのための密度指標として適していると考えられる（第 3 章）。  

  

3. モニタリング調査の頻度  

モニタリング調査の頻度も防除計画を実施する上で重要な項目である。神奈

川県においてはアライグマの分布拡大速度や費用対効果からみて、通常の行政

業務の範囲内で収集可能な行政資料による全県的な把握は毎年行い、これの補

足調査として、特別な調査が必要な餌トラップ調査や神社仏閣調査、自動撮影

調査などは 3-5 年ごとの間隔で行うことが望ましい。
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表 5-1 アライグマに適用可能なモニタリング調査手法のメリット・デメリット（その 1）  

 

1）絶対は絶対密度において、相対は相対密度において有効であることを示す   

分布 生息数
1)

定められたルートを本種

の痕跡を探しながら，踏

査する。
○ △

・特別な機材が必要ない。

・足跡による種同定は確実。

・他種において積雪が多い地域ではINTGEP
法により絶対密度が推定できる。
・食痕から調べた被害量は密度指標として有

効。

・痕跡の発見と種同定には技術と経験が必要。

・足跡や初婚以外の痕跡では本種との判定が

困難。
・足跡・食痕が得られ難い場所では不適。

・天候や季節により痕跡の発見のし易さが異な
る。

・河川などの水辺付近での分

布調査。

・農地周辺での相対密度の
把握。

田畑ほか(2006)；
箕口ほか(2004)；
Beasley and Rhodes
（2008）

神社仏閣にある木造建

築物に残された爪痕や

足跡により，本種の分

布を判断する。

○ 相対

・残された爪痕は長期間残存する。

・足跡による種同定は確実。

・特別な機材や調査能力は必要とせず，低

コスト。

・痕跡確認率は相対密度として有効。

・ハクビシン，テン，ムササビが同所的に

生息する場合，痕跡を混同する可能性があ

る

・木造建築物が無い地域では調査ができな

い。

・市街地や山麓での分布調

査(市民調査も可能)。
浅田・篠原(2009)；
川道ほか(2010)；森

ほか(2011)；
堀井ほか(2014)；第

4章

セント

ステーション

人為的に足跡を得やす

い場所を作り，そこに

誘引物を用いて動物を

誘引して足跡を得る。
○ 相対

・足跡が鮮明な場合は確実な種同定。

・材料が入手し易く作成が容易。
・訪問率は相対密度として有効。

・土壌が露出していないと調査が困難。

・土壌の状態によっては不鮮明な足跡にな

る。

・降雨は足跡を消失させ，土壌も流出する

ため，再設置が必要。

・見回り間隔は3-5日間と短い。

・低密度の場合は，相対密度の精度が低

い。

・土が露出した地域における

分布調査や相対密度調査。
・日本での適用は困難。

Nottingham et
al.(1989)；
赤松・石亀(2003);
岩下(2015)

トラック

プレート

接着面を上にした粘着

シートを設置した板に

煤やトナーを塗布し，

粘着シートに足跡を得

る。多くの場合は誘引

物を用いる。

○
絶対

・

相対

・足跡が鮮明な場合は確実な種同定。

・足跡に残された指紋により，個体識別が

可能。

・材料が入手し易く作成や設置も容易。

・屋根により，降雨の影響を抑えることが

可能。

・再設置時の粘着シートの取り扱いが手間。
・指紋による個体識別は特別な技術が必要。

・指紋による個体識別を用い
た絶対密度を推定。

・幅広い環境による分布調

査。

Zielinski et
al .(2005);
Belant(2007);
O'Neil and
Swanson(2010);
岩下(2015)

スタンプ板

ベニヤ板に黒セルスポ

ンジを貼り付け，ベニ

ヤ板だけが露出した場

所にラインパウダーを

塗布し，スポンジに足

跡を得る。

○ ×

・足跡が鮮明な場合は確実な種同定。
・材料が入手し易く作成や設置も容易。

・訪問率は相対密度として有効。

・再設置が容易。

・降雨は足跡を消失させ，ラインパウダー

を流出させるため，再設置が必要。

・見回り間隔は3-5日間と短い。

・幅広い環境による分布調査
(市民調査も可能)。

岩下(2015)；第3章

参考文献推奨される用途
モニタリング

概要 メリット デメリット

神社仏閣痕跡

痕跡

足跡

トラップ
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表 5-1 アライグマに適用可能なモニタリング調査手法のメリット・デメリット（その 2）  

 

1）絶対は絶対密度において、相対は相対密度において有効であることを示す  

  

分布 生息数
1)

本種の手先が入る筒

(ペットボトルや塩ビ

管)の奥に餌を取り付

け，その奥の餌の有無

のみで本種の分布を判

断する。

○ ×

・種同定に特別な能力を要しない。

・材料が入手し易く作成や設置も容易で，

低コスト。

・見回り間隔は餌の誘引効果の持続期間に

左右されるが，落花生を冬期に用いた場合

は1ヶ月程度。

・サルが同所的に生息すると検出できない。 ・サルの非生息地域での分

布調査(市民調査も可能)。
環境省自然環境局

野生生物課外来生

物対策室(2008)；
片岡・若澤(2013)

動物が通る場所に有刺

鉄線を仕掛けて，その

有刺鉄線に付着した体

毛を得る。
○

絶対

・
相対

・トラップ自体は入手し易く作成や設置も

容易。

・スンプ法により毛の鱗状構造を顕微鏡下

で観察することで，種同定が可能。

・毛根部からDNAを取り出し，種同定や個

体識別も可能。

・特別な機材や技術がなければ利用できない。

・サンプルの状態によってはDNAによる分析が

できない場合がある。

・DNA分析による個体識別は高コスト。

・幅広い環境による分布調査

や絶対・相対密度調査。

Belant and
Wolford(2007);
米田ほか(2011)

本種の臭気に反応する

犬を訓練し，探索犬と

ハンドラーによって本

種の探索する。 ○ ×

・他の手法にはない臭気による探索が可能。

・探索犬が動き回って探すため，人が気づかな

い痕跡や個体を発見できる。

・犬の維持やハンドラーが必要なため高コ

スト。

・犬の訓練・選別にはハンドラーの高い技

術が必要。

・犬の個体差や飽きにより，調査精度を一

定することが困難。

・広域的な調査には向かない。

・超低密度地域での対象地

域を限定した分布調査。
河内・中井(2014)

夜間に自動者で定めら

れたルートを一定の速

度で走りながら，左右

をライトで照らしなが

ら本種を探す。

△

絶対

・
相対

・調査適地であれば比較的，簡便に実施で

きる。

・距離あたりの発見頭数は密度指標として

有効。

・道路の両側が開けてなかったり，下層植

生が豊富だったりすると，見落としが多く

なる。

・距離あたりの発見頭数が少ない。

・道路の両側が開けてい

て，下層植生が貧相な場所

での相対密度調査。

・日本での適用は困難。

Gehrｔ(2002)

概要 メリット デメリット 参考文献推奨される用途
モニタリング

探索犬

餌トラップ法

ヘアートラップ

ライトセンサス
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表 5-1 アライグマに適用可能なモニタリング調査手法のメリット・デメリット（その 3）  

 

1）絶対は絶対密度において、相対は相対密度において有効であることを示す  

 

  

分布 生息数
1)

捕獲檻などを用いて本

種を捕獲する。

×
絶対

・

相対

・捕獲個体による種同定は確実。

・捕獲個体を殺処分すれば，個体数減少に

つながる。

・捕獲個体への標識の装着や解剖などによ

り捕獲個体の2次的な利用が可能。

・調査設計によっては絶対密度や相対密度

も推定可能。

・捕獲の実施には高い調査コストがかか

り，広域的・長期的な調査が困難。

・トラップシャイ個体が存在する。

・特定地域の絶対密度の推

定。
・他の相対密度の有効性を

確認するためのスケール。

野生動物保護管理

事務所(2008a)；浅

田(2014)

フイルム式

専用のフィルム式カメラ
をけもの道等に設置し，

そこで撮影された画像か

ら動物種を同定する。

○ 相対

・画像による確実な種同定。
・撮影効率や撮影率は相対密度として有効。

・見回り間隔が2週間-1ヶ月と長い，長期的な

監視が可能。

・特別な機材が必要。

・製造が中止され，入手が困難。

・導入コスト，ランニングコストが高い

・幅広い環境で地域を限定し
た分布調査と相対密度調

査。

・捕獲効率を外挿のため。

第3章；第4章

デジタル式

専用のデジタル式カメラ

をけもの道等に設置し，
そこで撮影された画像か

ら動物種を同定する。
○ 相対

・画像による確実な種同定。

・撮影効率や撮影率は相対密度として有効。

・見回り間隔が1ヶ月-1年と長く，長期的な監視

が可能。

・ランニングコストが安い。

・特別な機材が必要。

・導入コストが高い。
・機材の世代交代が早い。

・幅広い環境で地域を限定し

た分布調査と相対密度調
査。

・捕獲効率を外挿のため。

第4章

道路上で発見された

ロードキルの数を調べ

る。

○ 相対

・行政からの情報を利用すれば，低コスト

で実施できる。

・ロードキル頭数は相対密度として有効。

・調査者が実施すると，調査コストが高く

なる。

・行政からの情報では種同定の精度が低い

可能性があり，市区町村ごとに対応が異な

る可能性がある。

・経年的な調査の場合，道路や交通量の変

化について考慮する必要がある。

・低密度の場合は，相対密度の精度が低

い。

・行政からの情報を利用し

て，市区町村や都道府県単

位での相対密度調査

Gehrｔ(2002)

デメリット 推奨される用途 参考文献概要
モニタリング

メリット

自動

撮影

カメラ

ロードキル

捕獲
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表 5-1 アライグマに適用可能なモニタリング調査手法のメリット・デメリット（その 4）  

 
1）絶対は絶対密度において、相対は相対密度において有効であることを示す  

分布 生息数
1)

行政担当者や専門家，

一般住民に対して書面

や対面により，本種の

分布を調べる。

○ ×

・広域的な分布把握が可能。 ・種の同定精度が低い。

・人間活動が少なかったり，本種への関心

が低い地域では情報が集まらない。

・国・都道府県対象での分布

調査。
關ほか(2008)；
環境省自然環境局

生物多様性セン

ター(2009)

論文，地史，書籍，書
籍，インターネットなどの

文献から本種の分布を

調べる。 ○ ×

・過去の分布域の把握が可能。
・低コストで実施できる。

・情報精度は情報媒体や発信者によって異な
る。

・任意の場所の分布把握することは困難な場

合がある。
・情報に地域的な偏りがでる場合がある。

・文献によっては不在データが得られない。

過去の分布域の把握。 第4章

行政等に寄せられた捕

獲・目撃・被害，交通

事故による情報を収集

する。

○ 相対

・情報の収集体制を確立していれば特別な調

査が必要ない。

・広域的な分布把握が可能。
・捕獲効率は相対密度として有効。

・複数の行政機関・担当者が実務作業を行

う場合は研修が必要。

・データ量が多くなるため，入力や解析に

コストが必要。

・人間活動が少なかったり，本種への関心

が低い地域では情報が集まらない。

・市民が捕獲を行う場合は，捕獲条件を統

一できない。

・トラップシャイ個体が存在する。

・目撃による情報は，種同定の精度が低い

ことがある。

・都道府県・市区町村対象で

の分布調査や相対密度調

査。

第4章

概要
モニタリング

メリット デメリット 推奨される用途 参考文献

文献記録

行政が収集した
捕獲・目撃・被害

の記録

アンケート・

聞き込み
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4. 推奨されるモニタリング調査手法  

都道府県による防除事業のモニタリング項目をみても、十分なモニタリング

調査を実施しているとは言い難い（表 5-2）。これは予算的な制約があるため、

十分なモニタリングが実施できないという行政側の事情があることが原因と思

われる。そのため、調査コストの高い調査を都道府県や市町村の全域といった

広範囲に経年的に実施するのは現実的ではないと考えられ、通常の行政業務の

範囲内で得られる情報により、主なモニタリングをせざるを得ない。しかし、

通常の行政業務の範囲内で得られる情報は、精度の面などで課題も多い。これ

を補うためには行政業務では得られない特別な調査が必要である。モニタリン

グ調査手法は特性が異なることから、アライグマの生息状況や地理的・人為的

な要因の違いによって使い分けたり、組み合わせたりすることで、高精度に生

息状況を把握できると考えられる（第 4 章）本研究のまとめとして、アライグ

マの生息状況別に推奨されるモニタリング方針を以下に述べた（表 5-3）。  

 

1) 未分布地域または分布初期地域  

未分布地域または分布初期地域において最も優先して入手するべき情報は、

アライグマの分布情報である。このような地域ではアライグマの関心が低いた

め、通常の行政業務の範囲内で得られる情報だけでは不十分である。さらに、

予算の制約からアライグマのモニタリングを主目的として、自動撮影調査のよ

うな高コストな調査を実施することは困難である。このため、調査に係るコス

トが安価な調査手法を用いて広域的な分布を把握することが望ましい。このよ

うな条件下においては、アライグマの捕獲や目撃、被害の情報といった通常の

行政業務の範囲内で収集することが可能な分布情報を収集できる体制作りをす

ることはもちろん、他組織・他部署、隣接する都道府県や市区町村からの分布

情報についても積極的に分布情報を収集し、分布域を継続的に監視して行く必  
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表 5-2 都道府県による防除事業のモニタリング項目（ 2015 年 12 月 1 日、現在） 

 
1）モニタリング調査報告書内には記載がない（大阪府立環境農林水産総合研究所，

2013）  

 

表 5-3 アライグマ防除に係る生息状況ごとに推奨される個体群動態のモニタリ

ングと捕獲対策  

 

 

捕獲場所 通報 アンケート その他 捕獲数 捕獲効率 その他 アンケート 被害額

北海道 ○ ○ ○ ○ 罠掛け数 ○
茨城県 ○ ○ ○ ○

栃木県 ○ ○ 痕跡 ○
埼玉県 明記なし ○ ○ ○ ○

千葉県 ○ ○ ○ ○ ○ 推定密度 ○ ○
東京都 ○ ○ ○ ○ 罠掛け数 ○
神奈川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

福井県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
山梨県 ○ ○ ○ ○ 捕獲努力量

大阪府 ○ ○ ○ ○ ○ ○
1)

○ ○

モニタリング
の明記

分布域 生息数 農業被害

分布 生息数 捕獲対策

1) 侵入監視・

侵入初期地域

・行政業務の範囲内で収集できる
分布情報や隣接地域での分布情

報を積極的に収集し，対象地域と
その周辺の分布把握を行う。

・生息密度が極端に低い場合，上
記の手法だけでは分布情報の集ま

り難いため，対象地域全域の市街
地や山麓部では神社仏閣痕跡調

査を，山林内では餌トラップ調査を
実施することにより，定期的な分布

把握を行う。

・捕獲効率などの行政業務の範囲
内で収集できる相対密度の指標に

より出来る限り把握する。
・生息密度が極端に少ない場合，

密度指標の精度は低くなりがちで
あることから，通常業務から独立し

た相対密度調査は実施しない。

・得られた分布情報をもとに，

速やかに捕獲できる体制を整え

る。

分布の恒常化
している地域

・行政業務の範囲内で収集できる
分布情報を積極的に収集し，対象

地域全体の分布把握を行う。
・山林や山麓のような分布情報の

得られ難い地域については，神社
仏閣痕跡調査，餌トラップ調査，自

動撮影調査などを実施して分布情
報を補間する。

・捕獲効率などの行政業務の範囲
内で収集できる相対密度の指標に

より出来る限り把握する。
・上記が確立できている場合は，自

動撮影調査による撮影効率のよう
な捕獲効率とは独立した密度指標

によるクロスチェックをする。
・捕獲効率が算出できない地域に

おいては分布調査やクロスチェック
の時に用いた自動撮影データを利
用して捕獲効率を外挿し，広域的

な生息密度の経時的な変動を把
握する。

・生息状況に合わせて，常に面

的に一定上の捕獲圧をかけ続け

ることができる体制を整える。

根絶確認・

特別保護地域

・行政業務の範囲内で収集できる

分布情報や隣接地域での分布情
報を積極的に収集し，対象地域と

その周辺の分布把握を行う。
・最後に分布があった地域やその

周辺地域，特別な保護が必要な地
域では自動撮影調査，餌トラップ

調査，神社仏閣痕跡調査，探索犬
などの複数の調査手法を同所的に

行うことで，根絶確認のための分布
把握を行う。

・密度の把握 を主目的とした生息

密度調査は行わない。

・捕獲効率などの行政業務の範囲
内で収集できる相対密度や根絶確

認調査において2次的に得られる

相対密度を利用して生息密度を把
握する。

・面的な捕獲圧を一定以上に維持

する。
・分布情報があった場合は速やか

に捕獲できる体制を維持する。
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要がある。これらの調査に加えて、市街地や山麓部では社仏閣痕跡調査を、山

林内では餌トラップ調査を実施することで、防除対象地域全域の分布情報を定

期的に把握することが推奨される。生息数のモニタリングについては、行政業

務の範囲内で収集できる可能性がある捕獲効率やロードキル頻度などによりで

きる限り継続的に収集していくことが望ましい。生息密度が極端に少ない場合、

密度指標の精度は低くなりがちであることから（Nottingham et al., 1989; 

Gehrt, 2002）、自動撮影調査のような特別な相対密度調査は実施する必要性は

低い。分布情報が得られた場合、速やかに集中的な捕獲が実施できる体制を整

える必要がある。  

 

2) 分布が恒常化している地域  

既にアライグマの分布が恒常化している地域では、防除効果を評価するため

の基礎情報となる分布域と生息数の経時的な変化を把握することが必要である。

さらに、このような地域はアライグマによる被害も発生している可能性が高い

ことから、住民のアライグマへの関心がある程度あることが予想される。その

ため、通常の行政業務の範囲内で収集できる分布情報を積極的に収集し、対象

地域全体の分布を経時的に把握する。さらに、山林や山麓などの通常の行政業

務では収集することが難しい地域においては、神社仏閣痕跡調査、餌トラップ

調査、自動撮影調査などを実施することで、分布情報を補間することが推奨さ

れる。生息数のモニタリングでは防除事業の実務を担う行政機関や担当者に対

して研修を行うことで、誤差の少ない捕獲効率を算出できる体制作りを確立し、

生息数の密度指標として用いる。捕獲効率を算出できる体制が既に確立されて

いる場合は、自動撮影調査による撮影効率のような捕獲効率とは独立した密度

指標によりクロスチェックができる体制を作る。捕獲効率が算出できない地域

においては分布調査やクロスチェックの時に用いた自動撮影データを利用して
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捕獲効率を推定し、広域的な生息密度の経時的な変動を把握する。捕獲対策と

しては、生息状況に合わせて常に面的に一定以上の捕獲圧かけ続けることがで

きる体制を整える。  

 

3) 根絶確認が必要な地域  

根絶確認が必要な地域は、捕り残し個体がいないか、隣接地域からの新たな

侵入はないのかといったことを確認するための分布情報が最も必要である。そ

のため、通常の行政業務の範囲内で収集できる分布情報を積極的に収集し、対

象地域全体の分布を経時的に把握する。さらに、これ以外にも最後に分布がみ

られた地域、アライグマの生息適地、他地域から侵入する可能性が高い地域に

おいては、自動撮影調査や餌トラップ調査、神社仏閣痕跡調査、探索犬などの

複数の手法を同所的に行うことで、根絶確認のための分布把握を行う。生息数

のモニタリングとして根絶確認が必要な地域は、生息密度が極端に少ないこと

が予想されるため、密度把握を主目的とした生息密度調査は行わない。その代

わり、通常の行政業務範囲内で収集できる相対密度や分布調査において 2 次的

に得られた相対密度を利用して生息密度の経時的な変化を把握する。アライグ

マの生息密度が低下すると、被害対応の捕獲が少なくなるため、捕獲圧を維持

が課題となる（池田，2008）。新たに分布情報が得られた場合には、緊急的に

捕獲を実施できる体制を確立する必要がある。  
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要旨  

1. 研究の背景および目的  

外来種アライグマ（Procyon lotor）は、北米原産の食肉目に属する中型哺乳

類である。本種は 1970 年代に放映されたアニメの影響により人気を博し、日

本にペット目的で大量に輸入された（宮下，1993）。しかしその後、遺棄や脱

走が多発して 1980 年代には日本各地で野生化し、社会問題化している（ Ikeda 

et al., 2004）。そのため、アライグマは「特定外来生物による生態系等に係る

被害の防止に関する法律（外来生物法）」の制定と同時に特定外来生物に指定さ

れた。現在（2014 年 11 月）、全国で 449 のアライグマの防除事業が実施され

ている。外来種の防除を行う際は、PDCA サイクルと取り入れた順応的管理を

用いることが推奨されており（環境省自然環境局外来生物対策室，2014）、こ

れを実行するためには対象種の分布域や個体数などの継続的モニタリングが必

須である。アライグマにおいては分布や個体密度を調べる方法がいくつか考案

されている。防除計画の立案者は、この中から目的を達成するための最適な調

査手法を選択する必要がある。本研究では、アライグマの分布確認手法、密度

指標の開発といった防除事業に係る技術開発を行った。複数の野外での分布確

認手法、文献調査、捕獲記録からアライグマの分布域と相対密度を調べ、分布

域と相対密度の経時的な変化を検証した。これらのことから、都道府県単位の

アライグマ防除事業のモニタリングの際に有効な調査手法を提案した。  

 

2. 分布確認手法の比較  

アライグマの分布の理解は、防除計画の立案、捕獲の実施場所、侵入を警戒

する場所を決定するために必須な情報である。アライグマの分布調査において

は、捕獲記録や目撃記録、アンケートが良く用いられている（神奈川県，2005；

環境省自然環境局生物多様性センター，2007；大阪府立環境農林水産総合研究
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所，2013）。しかし、これらの手法は、山林などの人間活動の少ない地域にお

いて動物種の分布を過小評価する可能性がある（環境省自然環境局生物多様性

センター，2004）。痕跡調査や自動撮影調査は、捕獲記録やアンケートと比較

して高コストであるが、人間活動が少ない地域でも安定した調査精度で分布把

握が可能である。中でも自動撮影調査は現在、哺乳類における生息状況の調査

法として主流となっているが（安田ほか，2014）、初期投資が必要で、機材自

体が効果である。そのため、東京農業大学野生動物学研究室では足跡トラップ

の一つとして、1）安価で入手しやすい材料で、機材の作製が容易であること、

2）調査手順が簡便であること、3）得られる足跡が鮮明であることの 3 つを目

指したスタンプ板を開発した。スタンプ板調査と自動撮影調査の調査効率を比

較した。  

アライグマの出現頻度は自動撮影調査の方がスタンプ板調査よりも有意に高

く、検知されるまでに要した稼働夜数（Latency to First Detection：LTD）も

自動撮影調査の方が有意に早かった。スタンプ板の周囲に現れた動物の行動を

みると、アライグマはタヌキ（Nyctereutes procyonoides）やアナグマ（Meles 

anakuma）よりも板を忌避せず、板上を通過する例が有意に多かった。すなわ

ち、アライグマの分布確認手法としては両調査法とも有効であったが、調査効

率は自動撮影カメラの方がスタンプ板よりも高かった。しかし、スタンプ板調

査は自動撮影調査と比較して特別な調査機材が不要という特性を持っているこ

とから、実施団体の予算状況に応じた使い分けが必要であると考えられた。  

 

3. 密度指標の開発  

アライグマの防除事業を評価するためには、密度の経時的な変化を把握する

ことが必須である。捕獲効率（捕獲努力量あたりの捕獲頭数 Catch Per Unit 

Effort：CPUE）は、防除事業自体を通してデータを集められるため、良く使
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われている。しかし、捕獲効率は警戒心の強い個体の存在により防除効果を過

大評価する場合がある（松田，2012）。そのため、捕獲とは独立した密度指標

による評価が必要である。一方、自動撮影調査から得られた撮影効率（稼働日

数あたりの動物撮影回数）は食肉目の調査で用いられる密度指標の一つである

（金子ほか，2009；O’Brien, 2011）。アライグマにおいては自動撮影カメラに

よる撮影率  （アライグマ撮影回数 /全有効撮影回数） と除去法による推定生息

密度には有意な正の相関があると報告されている（安藤ほか，2003）が、撮影

効率と捕獲効率との検証は行われていない。アライグマの防除事業と自動撮影

調査から得られた密度指標の関係を調べた。  

その結果、得られた密度指標を地域間で比較すると、撮影効率、撮影メッシ

ュ率、捕獲メッシュ率は、 捕獲効率と同様の傾向を示し、相対密度の地域差を

良く反映していた。しかし、LTD とアライグマを捕獲するまでに要した期間

（Latency to First Catch：LTC）は相対密度の地域差を反映していなかった。

一般化線形混合モデル（Generalized Linear Mixed Model：GLMM）により解

析したところ、撮影効率は捕獲効率に対して有意な正の関係がみられたが、LTD

においてはみられなかった。これらのことからアライグマの密度指標として、

撮影効率を用いることは有効といえる。さらに撮影効率から捕獲効率を推定す

る回帰式が得られたことから、撮影頻度から捕獲効率を推定することが可能と

なった。これらの結果からみると三浦丘陵は東丹沢山麓や大磯丘陵よりも相対

密度が高かった。  

 

4. 分布域と相対密度の経時的な変化  

神奈川県では 2005 年の外来生物法の制定を受けて、2006 年に神奈川県アラ

イグマ防除実施計画を策定し、本格的な防除活動を開始した（神奈川県，2006）。

この防除計画は 5 年ごとに現状を踏まえて見直すことになっており、2011 年に



95 
 

は第 2 次アライグマ防除実施計画に移行し、全国に先駆けてメッシュ単位での

アライグマの分布域と生息数の管理が導入された（神奈川県，2011）。メッシ

ュ単位におけるアライグマ管理の基礎として、神奈川県におけるアライグマの

分布域と相対密度の経時的変化を調べた。  

防除実施計画策定前後の分布域を比較するために、複数の野外調査、文献調

査と行政資料からアライグマの分布を調べた。アライグマの分布メッシュ率は

65.2%となり、平野部や丘陵部、山麓部のほぼ全域に広がっており、丹沢山地

や箱根山地の中標高域においても 8 メッシュで分布が確認された。防除実施計

画策定前後の分布域を比較すると、約 1.6 倍に拡大していた。  

防除時期ごとの捕獲効率の変化を調べるために、神奈川県における 2005 年

から 2013 年の捕獲記録を、3 年ごとに防除事業前期、防除事業中期、防除事業

後期に分け、3 次メッシュごとに捕獲効率を算出した。防除時期における捕獲

効率の変化の比較には、GLMM により調べた。神奈川県全体の捕獲実施メッシ

ュ数と捕獲努力量は、防除前期から防除中期、防除後期にかけて 2-3 倍以上も

増加していた。横浜市、湘南地域、川崎市は捕獲効率が経時的に減少していた

が、他地域では 3 期間を通した減少はなかった。本研究から得られた分布図か

ら必要捕獲努力量を算出すると、神奈川県全体で延べ 386,000 TN/年となった。 

神奈川県において捕獲効率が減少する地域はあったものの、分布域は拡大して

いることから、神奈川県のアライグマ防除事業において現状の体制では根絶を

達成することが困難であると考えられた。野外調査や文献調査により捕獲記録

だけでは得ることが難しい分布情報を把握できた。これは複数の調査手法を組

み合わせて行うことが、分布調査にとって有効であることを示す。  
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5. 総合考察  

神奈川県におけるアライグマは、平野部や山麓、丘陵のほぼ全域に分布して

いたが、県内の生息密度に大きな地域差がみられた。このような条件下では、

都道府県による分布調査は、行政資料調査やアンケートだけでは精度が不足し

ている。そのため、アライグマの生息状況に応じて異なるモニタリング体制を

とる必要がある。  

1）侵入を警戒すべき地域や侵入初期地域では、捕獲記録などの行政資料を

元にした調査と併せて、神社仏閣痕跡調査や餌トラップ調査（環境省自然環境

局野生生物課外来生物対策室，2014）を実施することが推奨される。  

2）生息が恒常化している地域においては、 1）の 3 つの調査手法に加えて、

自動撮影調査を実施することが推奨される。  

3）根絶確認地域においては、2）の 4 つの調査手法に加えて、臭気によりア

ライグマの探索ができる探索犬による調査（河内・中井，2014）を実施するこ

とで、アライグマを確実に発見できるモニタリング体制が必要である。  
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Summary 

Investigating the distribution and relative density of raccoons 

(Procyon lotor) for their eradication projects 

Akio IWASHITA 

Department of Animal Science, Graduate School of Agriculture, Tokyo 

University of Agriculture 

1. Background and Purpose 

The raccoon (Procyon lotor) is an alien medium-sized carnivore that 

originated in North America. It became popular among the Japanese by the 

influence of a TV cartoon, which aired in the 1970s. A large number of 

raccoons was thus imported to Japan to be kept as pets. Consequently, their 

abandonment and escape frequently occurred in the 1980s, and the raccoons 

settled in various parts of Japan causing problems for humans (Ikeda et al., 

2004). At the same time, with enforcement of the Invasive Alien Species Act 

in 2005, the raccoon was designated the same. As of November 2014, 449 

raccoon eradication projects have been implemented by various local 

governments, for which it is necessary to adopt the adaptive management 

concept, including the Plan-Do-Check-Act (PDCA) cycle (Office for Alien 

Species Management, Nature Conservation Bureau, Ministry of the 

Environment, 2014). To realize this concept, information on the distribution 

areas and abundance of the target species is indispensable. There are 

several survey methods for estimating distribution and abundance of the 

raccoons, from which eradication project organizers must select the optimal 

ones.  

Here, the author tried to develop and improve indices for 
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distribution and density of the animal, which were indispensable for 

eradication projects. The study was conducted in Kanagawa Prefecture, 

Japan, where population density of the raccoons was remarkably high. By 

comparing results of different field distribution survey methods, as well as 

reference surveys and capture records of eradication projects, chronological 

changes in distribution areas and relative abundance were investigated, 

and thus, suitable monitoring methods for prefectural eradication projects 

were proposed.  

 

2. Comparison of distribution survey methods 

For formulating an eradication project, including places to set traps 

and places to prevent invasion of the animals, information of the 

distribution of the animals is essential. For this purpose, capture records, 

sighting records, and questionnaires on occurrence of the animal were often 

used (Kanagawa Prefecture, 2005; Biodiversity Center of Japan, 2007; 

Research Institute of Environment, Agriculture and Fisheries, Osaka 

Prefecture, 2013). However, these surveys may underestimate the 

distribution areas at places with negligible human activities, such as 

forests (Biodiversity Center of Japan, 2004). In these areas, field sign and 

camera trap surveys are suitable, although they are more expensive than 

surveys based on capture records and questionnaires. Although camera trap 

survey is frequently used for mammals in these areas (Yasuda et al., 2008), 

it needs initial costs. Aiming at low-cost survey, the Laboratory of Wild 

Animals, Tokyo University of Agriculture, developed a foot print trap-like 

stamp plate. The stamp plate is advantageous as: 1) it can be easily 
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produced by cheap and readily available materials, 2) survey procedures are 

simple, and 3) footprints obtained from the plates are clear. In this study, 

survey efficiencies of the camera trap and the stamp plate were compared 

between Satoyama forest and an urban green area in Kanagawa Prefecture, 

Japan, during 2007–2008.  

The relative abundance indices and the latency to first detection 

(LTD) in the camera trap survey were significantly higher (P <0.01) than 

those of the stamp plate. As for the responses of animals to stamp plates, 

avoidance rates of the raccoon were significantly lower (P <0.05) than those 

of the raccoon dog (Nyctereutes procyonoides) and the badger (Meles 

anakuma). Thus, survey efficiency of the camera trap was generally 

superior to that of the stamp plates with respect to distribution. For survey 

of the raccoons, however, stamp plate method had the merit of a low 

avoidance rate. Therefore, both methods are selected according to the 

financial status of implementation organizations. 

 

3. Development of a relative abundance index  

For assessing the relative abundance of the raccoons in Kanagawa 

Prefecture, Japan, during 2010–2011, we conducted a camera trap survey at 

three forested areas. This was compared with capture records of the 

raccoons under the eradication project of the same period. The catch per 

unit effort (CPUE) is often used as an index in pest control projects, but it 

tends to overestimate the effect of the project because some individuals 

become strongly trap shy (Matsuda, 2012). The photo per unit effort 

(hereafter, RAI—number of animal photos/camera nights) of the camera 
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trap survey is one of the relative abundance indices used in the 

investigation of carnivores (Kaneko et al., 2009; O'Brien, 2011). In the case 

of the raccoon, correlation between the photo-rate (number of animal 

photos/number of total photos) and the estimates of population by the 

removal method has positive correlation (Ando et al., 2003). However, 

correlation between the RAI and the CPUE has not been confirmed.  

RAI, distribution of presence and absence meshes 1 km × 1 km 

(DPM), and catch of presence and absence meshes 1 km × 1 km (CPM) 

showed similar trends to CPUE. However, LTD and latency to first catch 

(LTC) showed a different trend from CPUE. The result of a generalized 

linear mixed model (GLMM), number of shots/camera night, had a 

significant positive relationship with the CPUE (P <0.01) but not with the 

LTD (P = 0.08-0.83). Among these, RAI, DPM, and CPM were effective 

indices for abundance of the raccoons. It is possible to draw regression 

formula between the CPUE and the number of RAI. The results indicated 

that the relative abundance was higher at Miura hill than at the foothills of 

east Tanzawa Mountains and the Ooiso hill. 

 

4. Chronological changes in the distribution and relative abundance 

In Kanagawa Prefecture, with the implementation of the Alien 

Species Act in 2005, the full-fledged control activities of the Kanagawa 

Prefectural Government started in 2006 by formulating the Raccoon 

Eradication Plan (Kanagawa Prefecture, 2006). The eradication plan is 

scheduled to be revised every five years. In 2011, the Second Eradication 

Plan started., This was the first local governmental plan to incorporate 
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distribution and relative density management by meshes 1 km × 1 km based 

on the investigation of the chronological changes in the distribution and the 

relative abundance of the raccoons in Kanagawa Prefecture. 

Based on field survey and the survey of local literature and 

administrative documents, distributions of the raccoons before and after 

the Eradication Plan (i.e., before 2005 and after 2006) were compared. The 

numbers of positive meshes were 195 before 2005 and 309 after 2006, 

showing a 1.6-fold expansion of the distribution area. The flatlands, 

low-elevation hills, and mountain foothills (65.2% of prefectural areas) were 

mostly occupied by the raccoons. Occurrence was also confirmed at 8 meshes 

in Tanzawa and Hakone mountains.  

Aiming at evaluating the efficiency of Eradication Project, CPUEs of 

each of the meshes during 2005–2007 (early-term of the project), 2008–2010 

(mid-term) and 2011–2013 (late-term) were calculated from capture records. 

Chronological changes in CPUEs were examined by GLMM. All over the 

prefecture, both the number of capture implementation meshes and capture 

efforts (trap nights) increased by 2–3 times from the early-term to late-term. 

The CPUEs from Yokohama City, Kawasaki City, Yokosuka-Miura region, 

and Shonan region decreased over time. However, those in the other regions 

did not decrease through these periods. Based on the above results, it was 

estimated that capture efforts of 386,000 TN/year were necessary in 

Kanagawa Prefecture to decrease the population, making it difficult to 

achieve the goal of the current eradication project. 
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5. General Discussion  

In Kanagawa Prefecture, the raccoons already outspread to almost 

the entire area of plains, hills, and mountain foothills. Furthermore, 

relative indices showed inconsistencies in different parts of the prefecture. 

Under such conditions, administrative documents and questionnaire 

surveys do not provide accurate data. Conducting a field survey all over the 

prefecture is an expensive procedure. Therefore, it is practical to combine 

different survey methods for investigation at the prefecture level.  

For surveys by government officers and researchers, different 

monitoring methods need to be adopted, depending on the invasion status of 

the raccoons: 

1) At areas of recent and likely invasion, a combination of low-cost survey 

methods comprising administrative document survey, field-sign survey at 

shrines and temples and bait-trap survey (Office for Alien Species 

Management, Nature Conservation Bureau, Ministry of the Environment, 

2014) is recommended. 

2) At established areas, camera trap survey should be added to the three 

methods mentioned in point 1).  

3) At near-eradication areas, the use of detection dogs (Kawauthi and Nakai, 

2014) should be added to the four methods mentioned in point 2).  
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